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本人と朝鮮人の関係史に学ぶ―」があると知り、初めて参加したのが 2012 年 10 月 27 日で




























として在日朝鮮人に焦点を当てたのが玉城素(1967)である。その中で、62 年 11 月の法政二
高の事件1にも関連して、「日本の若い世代も、決して偏見から解放されていたわけではなか
                                                   



























この 70 年の初めに起こった「日立闘争」［朴君を囲む会 1974］は、べ平連として活動し
ていた慶応大学の学生と日立就職差別裁判の原告となる朴鐘碩との出会いから始まり、川
崎の上述した在日韓国・朝鮮人集住地域にあった川崎教会を中心とした在日韓国・朝鮮人、




て、さらに顔面を数回殴打した。……辛君は昏睡状態におちいり、……11 月 5 日午前 0 時 15 分、ついに
不帰の人となった」。二高は基本方針を明らかにし、「人命尊重、人道主義、日朝友好の立場に立って誠実
に事件の対処にあたった」［法政 1989：57-58］。 
2 1983 年 12 月 15 日の増補改訂、再版発行。初版は 73 年 4 月 5 日である。 


































の 30 年間、つまり、1975 年頃までが一世の時代である。一世の時代を、植民地時代を前
期、45 年から 65 年頃までを中期、残りの 10 年を後期と 3 段階に分けて考えている。 
 一世の時代と言えば、「けたたましい騒音のように飛び交うウリマルと強烈な民族臭がた
ちこめるのどかでおおらかな部落共同体」を思い出す。「解放の喜びと独立国民の誇りに満
                                                   
4［民闘連特別基調起草委員会編『第 5 回民闘連全国交流集会 特別基調報告』民族差別と闘う連絡協議
会、1979 年、p.61］を示す。 
5尹健次(1992)は「1973 年 10 月に創刊された在日朝鮮人の手になる雑誌『季刊まだん』が、書名の下に
『在日朝鮮・韓国人のひろば』と銘打った……1972 年に発足した『在日』の大学教員団体である『ムグ





















本に住む同胞にも微妙な影響を及ぼした。48 年頃から 55 年までは、政治難民の時代であ









え、民団側へ移り始めるようになった。韓国で 60 年に起こった「4・19 政治革命」6を機に、
民団は一挙に活性化した。新しいものと古いものとの対立が民団内に起こり、「民団系同胞
                                                   
6 「1958 年からアメリカの対韓援助が削減され始めると、韓国経済はたちまち破綻の様相を呈するよう

















































































8 月 15 日に日本がポツダム宣言を受諾して敗戦したことにより、朝鮮が解放された。敗戦
時の在日朝鮮人数は約 200 万人（一般在住者 160 万人、強制動員労働者 30 万人、軍人・軍
属 10 万人）と推定され、そのうち、150 万人は 46 年末までに祖国へ帰った。日本に残留
した約 50 万人が在日韓国・朝鮮人の土台となった。50 年には朝鮮戦争が勃発し、海上交通
がストップすることになった［金英達 2003：44-46］。 




国籍を保持するとされたが、47 年 5 月に法令化された外国人登録令では外国人とみなされ、





































































本政府もすぐに動き、両国の赤十字社を窓口として、59 年 12 月に新潟港から帰国第一船が出航した。帰
国したのは 60 年が 49,036 人、61 年が 22,801 人であったが、63 年に 3,497 人と急減し、68 年から 3 年























き続き日本に住んでいる在日韓国・朝鮮人と台湾人及びその子孫」は 91 年 10 月に施行さ









な問題に発展」した。ところで、協定永住には 71 年 1 月 16 日の申請期限までに資格ある
人とその子どもには申請すれば認められたが、その後の三代目には取り決めはなかった。こ



















































































                                                   

















知・兵庫・岡山・広島・福岡など各地で組織され、75 年には第 1 回目の全国交流集会が開
催されている」。民闘連は「三原則」の基で、「70 年代から 80 年代にかけての在日朝鮮人
の権益擁護運動の大きな流れを生む原動力となった」［水野・文 2015：183］。 
 この全国的な「ネットワーク型の緩やかな連合組織」が全国民闘連と呼ばれる。本論文で
は、民闘連運動を理解するために、全国民闘連の結成、そして、75 年の第 1 回民闘連全国
交流集会（大阪）から『特別基調報告』が民闘連の中間総括として発表された 79 年の第 5
回民闘連全国交流集会（川崎）までの間の民闘連運動とそこでの議論も取り上げる。これは
『民闘連ニュース』の創刊号から第 30 号に対応する。『特別基調報告』は日立闘争から民
闘連運動に参加した川崎の 2 人の在日韓国・朝鮮人と 2 人の日本人のメンバーが寄稿した。 
 
















































                                                   























































































































































































































































































































                                                   
14「1984 年に結成された『在日同胞の生活を考える会（仮称）』が発行していた『在日同胞の生活を考え












  ・在日同胞の生活向上と諸権利の拡大、および相互扶助に努力する。 




































   第一点は、在日同胞は日本での定住を余儀なくされているということ。そしてこの厳
然たる事実を、いまようやく多くの同胞が受容しつつあるということを知ってもらお
うということです。 
   第二点は、日本に定住せざるをえなくなった在日同胞の前途は、多難であるというこ
と、それゆえに定住を前提とした新しいプランニングづくりに真剣に取り組まなくて
はならないということを知ってもらうことです。 























































   第一に、日本人との関係で、彼らは自己を一方的被害者とみなしがちである。このな
がめから導かれる特徴は、自己憐憫の感情をともなう〈被害者・糾弾者の顔〉である。 

















さて、在日二世の鄭大均15は、97 年 11 月に開催された松山大学総合研究所主催の「松山






















両親に 1950 年岩手県で出生。看護師として川崎市で同胞が経営するクリニック等を経て、1988 年東京都
の外国籍保健師第 1 号として保健所勤務となる。しかし、1994 年日本国籍でないことを理由に管理職試
験の受験を拒否され、東京都を提訴。1996 年東京地裁判決で請求を棄却されるが、1997 年高裁判決で逆








































































あとがき」に、在日三世の姜が 90 年 3 月 1 日に韓国大田市で書いた次の文章が載ってい
る。 
 
   今、韓国で暮らしている。ここで私は、タクシーに乗るたびに、「どうして、そんな
発音なの？ アメリカ人みたいだよ」と運転手に言われる。要するに変な韓国語なのだ。 
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動の呼びかけはなかった。そのような状況の中、65 年 4 月 24 日の清水谷公園からの市民































































 ところで、「第三の道」を提起した飯沼二郎は京都べ平連で 8 年間［飯沼 1994：337］活
動していた。飯沼二郎(1994)の「あとがき」に次のように書かれている。 
 




                                                   











   たしかに、日本の国内に一人でも、不当に差別される人がいるかぎり、日本は民主主
義国とはいえない。だから、在日韓国・朝鮮人問題は、日本人自身の問題なのだ。この

























                                                   































309］を 77 年 1 月から 81 年 6 月まで務めていた佐藤勝巳も 80 年代初めにこれらの運動か
ら離れて行った。佐藤勝巳の離脱については青丘社や民闘連の運動を議論する上で重要で
あると考えられるので、本論文で取り上げる。 




















































































   図１．金侖貞の「多文化共生教育」形成における 1980 年代の実践メカニズム20 
 
         「定住化」による市民権獲得の必要性の浮上 
                    
    「日立闘争」による韓国・朝鮮人及び日本人の自己変革；主体形成 
 
     従来の民族団体の枠を超えた組織としての青丘社・民闘連の浮上 
 























った。それは、82 年 9 月に社会福祉法人青丘社は川崎市長あてに「青少年会館」設立を要
望する統一要望書を提出したことを受けて、83 年 2 月に民生局青少年課と青丘社はこのた
めのプロジェクトチームを編成したが、プロジェクトチームに地区の町内会や PTA など住
                                                   









































































受け、また、2 人が個人的に保有している資料の提供も受けながら、不明な点は 2 人から聞
き書きを行った。これに、他の資料・論考・商用新聞・市販本などの文献を加えて、整理、
分析しながら、著者なりの切り口で本論文を完成させた。これらの中で一次資料としては、
『民闘連ニュース』の創刊号（75 年）から第 30 号（79 年）、『かながわみんとうれんニ
46 
 
ュース』全 9 号（88 年から 89 年）および「公務員の国籍条項問題特集」、『神奈川民闘連






人教育をすすめる会との交渉で、86 年 3 月に、川崎市教育委員会が「川崎市外国人教育基
本方針――主として在日韓国・朝鮮人教育」を制定するまでの過程と、川崎市と青丘社との










・民闘連の形成過程と、75 年の第 1 回民闘連全国交流集会（大阪）から、『第 5 回民闘連
全国交流集会 特別基調報告』(以下『特別基調報告』という)が民闘連の中間総括として
発表された 79 年の第 5 回民闘連全国交流集会（川崎）までの全国交流集会の概要を示す。
ここで民闘連の 3 原則が固まって行く様子も分かる。 
 ・関西および川崎で民闘連に参加し、在日韓国・朝鮮人子弟の教育や見守り活動をしてい
る団体や個人について、その由来から関西と川崎の特徴（違い）を明らかにする。 

























 ・金侖貞(2007)の「『多文化共生教育』形成における 1980 年代の実践メカニズム」とその
終点である「『多文化共生教育』形成の土台の構築」を評価するために、必要ある範囲で
86 年 3 月の「川崎市外国人教育基本方針――主として在日韓国・朝鮮人教育」の制定と、




















 ・最後に、川崎市の『川崎市外国籍市民意識実態調査報告書』（1993 年 3 月）および『2014
48 
 









 第 1 章では、在日韓国・朝鮮人の集住地域である川崎市南部の状況やキーパーソンの紹
介を行う。本章の構成は、第 1 節の「はじめ」に続き、第 2 節では、本論文の主な舞台とな
る川崎市南部の在日韓国・朝鮮人の集住に関連づけた歴史、第 3 節では、そこでの戦後から















 本章の構成は、第 1 節の「はじめ」に続き、第 2 節では、日立闘争を分析することによっ
て、上記の目的のうち、①を明らかにし、②の「経験的な方法論」を仮説として設定する。
そして、川崎で起こった、第 3 節の川崎信用金庫民族差別事件、第 4 節のジャックス信販
差別撤廃運動、第 5 節の第一生命加入差別事件の 3 つの「民間企業に対する民族差別撤廃
運動」において、「経験的な方法論」が適用されていたことを実証する。第 6 節で本章をま
とめる。なお、「経験的な方法論」は第 3 章でも使用する。 
 第 3 章は、『民闘連ニュース』、第 5 回民闘連全国交流集会の『特別基調報告』などを基




る。第 1 節の「はじめ」に続き、第 2 節では、日立闘争後に、関西や関東における民闘連結
成、そして、4 回の民闘連全国代表者会議を経て、75 年の第 1 回民闘連全国交流集会に至
るまでの経緯をまとめる。第 3 節では、全国民闘連の 1 年ごとの集まりである 75 年の第 1
回から 79 年の第 5 回までの民闘連全国交流集会の概要を記述する。この節では、民闘連の




の特徴（違い）を明らかにする。第 6 節で本章をまとめる。 




勝久の民闘連からの 80 年代の離脱を取り上げ、そこでの課題を明らかにする。 



















紋押捺拒否運動」に突き進むことになる。第 8 節で、本章をまとめる。 





主事の 3 年の時効が近くなった 85 年 2 月に、川崎市は警察から自治体としての立場を明確
にするように打診されていた。それに対して、革新市長会会長であった伊藤三郎川崎市長は
指紋押捺拒否者の不告発宣言を行い、これが他の自治体にも波及していった。こうした状況
に対抗する形で 85 年 5 月に警察は李相鎬の逮捕に踏み切った。これらがマスコミに多く取
り上げられ、さらに集団で指紋押捺を拒否するなど、改廃運動が盛り上がることになった。
































川県の動向を示す。最後の第 12 節で全体をまとめる。この運動が継続している中、88 年に
関東民闘連に代わって神奈川民闘連が組織され、そして、川崎市職員採用の国籍条項撤廃の
運動に入って行く。これが、次章のテーマとなる。 
 第 6 章では、先ず、86 年 3 月の「川崎市外国人教育基本方針――主として在日韓国・朝




基づき、運動体としての機能がなくなった関東民闘連に代わって、88 年 3 月に神奈川民闘
連が結成された経緯を示す。また、神奈川民闘連が重点課題として設定した定住外国人職員
採用の国籍条項問題において、神奈川民闘連が川崎市と交渉することによって、96 年 5 月
に政令指定都市として初めて、任用制限付きながら広く外国人職員の採用を開放するまで
に至った交渉経緯を明らかにする。さらに、『朝日新聞』の記事や川崎市議会定例会の議事




 本章の構成は、第 1 節の「はじめ」に続き、第 2 節では、86 年 3 月の「川崎市外国人教







4 節の内容を裏付け、補足する。第 6 節では、「川崎方式」とされるこの任用制限付き国籍
条項撤廃について、96 年 6 月の「平成 8 年第 2 回川崎市議会定例会」の議事録を見て行く。
第 7 節では、全国民闘連の解散と神奈川民闘連の再出発について取り上げる。最後の第 8 節
で、本章をまとめる。 









が主体的に代表者会議を設置したと言っても良い。94 年 2 月の川崎市主催のシンポジウム
で、仲井斌成蹊大学教授がパネリストとしてドイツの「外国人代表者会議」や「外国人諮問
会議」について説明したことから始まる。そのシンポジウムで、李仁夏がそうした諮問会議
を川崎市に設置することを提案した。シンポジウムを受けて、94 年 10 月に調査研究委員会
が発足し、その調査研究委員に裵重度川崎市ふれあい館館長が就任し、代表者会議の条例設













過程を示す。最後に第 6 節で、結論として本章をまとめる。 

























 第 2 節では、この論文で主要な舞台となる川崎市川崎区の臨海地区で、在日韓国・朝鮮人
が 1910 年頃から、葦野原など、決して住環境が良くない場所に、どうして、どうやって集
住するようになったかを主に川崎市と神奈川県の資料を基にまとめる。 
 第 3 節では、葦の生える湿地帯だったところに在日韓国・朝鮮人が集住するようになっ
た池上町の戦後から 70年代中頃までのくらしを見て行く。日本鋼管に隣接した土地であり、
公害の危険にもさらされていた。 














 「ハンドブック」によれば、「川崎市には約 9000 人の在日韓国・朝鮮人が在住し、その
半数強の人々が京浜工業地帯の南部に集中」しており、それは 1910 年からはじまる「京浜
工業地帯の発達史」と「1924 年から市政が施行された川崎市の発達史」とともにあった。









「数百人単位で朝鮮人が在住していた」。23 年末には、「日本鋼管に 13 人の朝鮮人が雇用さ
れていた」。25 年 10 月、「鶴見総持寺あたりから海岸ぞいに大師まで、海岸電気軌道が敷設
された。日本鋼管や浅野セメントに通勤する労働者を運ぶためであった」。海岸電気軌道の
海側の葦原の一画、「現在の池上町集落のあたりに朝鮮人が数戸ずつ在住しはじめ」た。 








町の原形となった」。この年、川崎市に在住していた朝鮮人数は 5343 人であった。42 年末
の「協和会（強制加入制）支部分会別の会員数によれば、川崎臨港分会 6514 人、川崎中央
2446 人、合計 8960 人となっている」。45 年の日本の敗戦で、朝鮮人の大半は祖国へ帰って
いったが、それでも多くの朝鮮人が残った。 





















ここでは、政治史小委員会の「第 2 部 戦時下の神奈川と朝鮮」21から川崎を中心に見て
行く。 
 朝鮮人強制連行について産業分野別に検討すると、全国では炭鉱への強制連行が最も多
い。神奈川県では、42 年で「土建」（強制連行朝鮮人累計数：3 月末 2088 人、6 月末 2460
人）が多く、それに次ぐ「工場その他」（同：3 月末 200 人、6 月末 1016 人）の増加傾向が
大きかった。神奈川県では、「工場その他」は鉄鋼部門の工場だけであり、連行数のほとん
どは「日本鋼管川崎、扇町両工場」が占めていた。全国でも「工場その他」が 42 年頃から




 県内の朝鮮人人口は、20 年代から急増し 20 年の 514 人から 39 年には約 2 万人（20935




スで増えて行った」。年によって出典は違うが、川崎市の朝鮮人人口は 39 年に 5343 人、45
年 11 月 1 日に 8157 人であった。隣の横浜市は同様に 8889 人と 15872 人であった［調査
委員会 1994：122-123］。 
 川崎市に特化して、「第 2 次世界大戦が終結する以前に来市した朝鮮人を歴史的・地域的












 多摩川の砂利採掘は「1927 年に南部鉄道（現 JR 南武線。敷設工事にも多くの朝鮮人が
                                                   
























 当時の浜町 4・3 丁目、鋼管通 3 丁目、東渡田 5 丁目の産業道路より海側の地区で、道路
と工場の間の細長い土地であった。30 年代中頃には大集住地域となり「セメント前」と呼
ばれていた。最終的には 44 年 9 月にこの地区全域が建物疎開の指定を受け、以後住めなく












                                                   








 浜町 3・4 丁目を貫く「セメント通り」は浅野セメントの通勤路であり、そう呼ばれた。
日本人との混住地域であり、特に朝鮮人が多住した所であった。また日本人商店も立ち並び、
①や②に住む人たちが買物にやって来ていた。本格的に人口が増加したのは 30 年代末から
40 年代にかけてと思われる。「1944 年に日本鋼管に徴用された朝鮮人によれば、当時 200
～300 世帯の朝鮮人がいて中には長屋のような普通の家で朝鮮料理を食べさせる所があっ
た」。 






 日本鋼管では 42 年 3 月 29 日から 10 月 12 日まで 5 回、主に京畿道から朝鮮人青年 999
人を「集団移入」した。この朝鮮人の「訓練工」は日本鋼管の川崎工場と扇町工場に配属さ







 こうした朝鮮人集住地区に、戦後まもなくの 47 年に東京教会諸職会が伝道所開設を決議
した。52 年に川崎教会を創立し、そして、97 年の川崎教会 50 周年まで、川崎教会を取り
巻く出来事を「在日大韓基督教会川崎教会年表」［川崎教会歴史編纂委員会 1997：163-251］
から抜粋して章末の表 1-2 に記す。 
 ここで、在日大韓基督教会川崎教会について、若干補足する。川崎教会歴史編纂委員会
(1997)によれば、次の通りである。1940 年、在日本朝鮮基督教会は総会ぐるみで日本基督
教会に併合された。日本基督教会は、41 年 6 月の日本基督教団成立と共にそこに編入され
た。戦後再出発した在日本朝鮮基督教会は 47 年の第 2 回総会で憲法を制定し、48 年、教会
名称を在日大韓基督教会に変更した。在日大韓基督教会は、51 年に川崎伝道所を独立教会




59 年 3 月 19 日、李仁夏牧師が川崎教会の初代の担任牧師となった。川崎教会は、地域社
会に仕える宣教展開として保育園を開設することとし、69 年 4 月に、教会の礼拝堂と裏の
































                                                   

































ている［志沢 1978：4-5］。  




 鄭大均は 70 年代の中頃について次のように述べている［鄭大均 1978：2-9］。 
                                                   
24金秀一が高校受験の時は、後で述べるように 70 年代になっていた。 
60 
 
 ・76 年時点で、田島地区の同胞人口は 3104 人、同地区人口の約 9％である。その地区内
にある池上町の人口は 1449 人（内、韓国籍 460 人、朝鮮籍 400 人、日本籍 589 人）
である。 
 ・60 年代、養豚、ドブロク密造、サッカリン製造といったものが姿を消す。 
 ・71 年に日本鋼管は操業を停止し、新たな埋立地へ移転した。「1974 年」25に市清掃作業
場が閉鎖された。同時期に住宅地を工場災害から遮断するための川崎市グリーン・ベル
ト構想が着手され、産業道路沿に樹木の垣根が設置される。 
 ・池上町の住宅状況はひと頃よりはいく分改良された。家屋のほとんどは木造の 1・2 階
建てである。水洗便所の数はまだ少ない。 
 ・ぜん息、慢性気管支炎、鼻腔炎といった公害患者数は他地域に比較して高い。 
 ・75 年の池上町 368 世帯中 120 世帯（33％）は被保護世帯であり、内約 80％は朝鮮・
韓国人である（被保護率は 73 年 381 世帯中 102 世帯 27％に比較し増加）。 























                                                   











































 鄭月順は 1987 年の指紋押捺拒否裁判法廷陳述書で次のように述べている。鄭は東京の中
















 なお、鄭は 67 年 4 月に上述したように薬局に勤めたりした後、69 年 3 月に東京水道橋
にある韓国 YMCA で 3 年余り仕事をするようになった。そこで、夫となる裵重度と知り合
った。鄭は 72 年 3 月に韓国 YMCA を退職して家にいたところ、桜本保育園の李仁夏園長
（川崎教会牧師）に誘われて、4 月に桜本保育園に勤めることになった。保育園が始まって
3 年が経過していた。そして、鄭は 72 年 11 月に裵と結婚した［鄭月順 1995b：40-41］［權
貞仁ら 1995：319］。 
 鄭月順は、自分の娘に対する小学校時代のいじめについて、88 年 1 月の講演で次のよう
に述べた。中学 1 年生になる娘は生後 3 ヶ月半から学校に入るまでの 6 年と半年間、桜本
保育園に通って育った。「それが小学校に入って随分いじめられて、もう皆さんが想像もで







いう［鄭月順 1995b：53 -54］。 
63 
 
そして、鄭月順は別の 91 年 3 月の講演会で、「小学校 1 年 2 年 3 年くらいまで、娘に言
わせると４年だって言うんですけど、物凄く酷いいじめがあって」、「そのいじめの先頭に立
った子が……日本人と朝鮮人のダブルだったんです。その子も自分を守るために、朝鮮人で
ある娘をいじめました」と述べた［鄭月順 1995c：88 -89］。 
























































李は 1925 年に慶尚北道で生まれた［李仁夏 2006：227］。在日の生活は、李が通ってい








































池の「東京滞在の最優先する目標」になった［池 2005：126-127］。72 年 11 月下旬頃、以
前から面識があった『世界』（岩波書店）の編集長安江良介に偶然出会った［同：128］。そ
して、池は『世界』73 年 5 月号から「韓国からの通信」を「T・K 生」として書き始めるこ
とになった［同：136-138］。 
 「72 年の秋、前年の大統領選挙に敗北した金大中」は、けが治療の目的で来日した。金





呉在植は 70 年 6 月、アジアキリスト教協議会（CCA）の都市農漁村宣教部（URM）幹
事になった［呉 2014：118］。呉の事務所は日本キリスト教会館の 5 階にあり、横には李
仁夏牧師がいる教団事務所があった。また、中嶋牧師が総幹事であった NCCJ も同じ会館
の 2 階であった［同：121］。 
73 年 4 月 22 日の朴炯圭牧師らの「南山復活節礼拝事件」30の後に、金観錫牧師が韓国か
ら来日し、韓国の情報部から身を隠すため、御殿場の旅館に滞在した。そこに、朴相増、姜

























70 年に始まった「日立闘争」33を勝利した後の 75 年に「民族差別と闘う連絡協議会」（以
下「民闘連」という）の全国代表（93 年 3 月まで）に李が就任し［李仁夏 2006：228］、民








けた。李は 96 年 3 月に川崎教会の牧師を「定年引退」して 4 月に元老牧師となり、12 月
に「川崎市外国人市民代表者会議創立委員長」に就任した［李仁夏 2006：229］。 































                                                   
34 「＜鳳仙花＞◆『共生』に尽くした李仁夏牧師◆」『東洋経済日報』2008 年 7 月 11 日、（on line）、
(2016 年 5 月 16 日アクセス)、＜http://www.toyo-keizai.co.jp/news/hosenka/2008/post_275.php＞。 

































































記録する会 2013]、「副館長」［川崎教会歴史編纂委員会 1997：314］となった。90 年に
館長に就任して 2010 年まで務め、現在は青丘社理事長である［在日コリアンの声を記録す









する市民運動のリーダーの一人であった。これについては、2 章から 4 章で詳しく触れる。 
 本節では、佐藤勝巳(1991)によって、佐藤が日立闘争前後までの歩んだ道を見てみること
にする。表 1-1 は、日立闘争前後までの佐藤の簡単な経歴である。 
 
             表 1-1．佐藤勝巳の経歴 
  1929 年 新潟県生まれ。 
  1950 年 川崎汽船からレッドパージされる。 
  1956 年 （約 4 年間の結核療養後に小売店経営）40 
  1957 年 新潟市で民主商工会活動に参加。 
  1958 年 在日朝鮮人の北朝鮮への帰国実現運動に参加。 
  1960 年 日朝協会新潟支部専従事務局長。   
     帰国運動と日韓会談反対運動に参加。 
  1964 年 上京、日本朝鮮研究所所員。 
                                                   






  1965 年 日本朝鮮研究所事務局長。 
  1968 年 金嬉老事件特別弁護人。 
  1969 年 出入国管理令改正反対運動に参加。 
  1970 年 朴鐘碩君日立就職差別裁判補佐人。 
      以後個別民族差別に反対する多くの運動に関与。 
  1974 年～81 年 個別の入管法違反事件の救援活動。 
 


















1974 年 6 月、裁判も運動も朴君側の全面勝利で終わった。そして朴君問題を闘った組織は、
民族差別と闘う全国協議会（民闘連）に発展的に解消していった」。 
 一方、在日本大韓民国居留民団（以下「民団」と言う）は「日立闘争に刺激されたことも









山田貴夫らが参加していた慶応大学べ平連の 1970 年「入管体制粉砕 行動資料」41によ
って、彼らの当時の活動方針を見て行く。なお、後章で出て来る名前は、山田のほか、高浪
徹夫、飯塚正良である。 





















          表 1-2．在日大韓基督教会川崎教会年表（抜粋） 
 
1947年11月9日 東京教会諸職会が川崎在住同胞800戸部落に伝道所開設を決議する。 
1948 年 1 月 桜本地域で田永福牧師を講師に路傍伝道を行なう。東京教会からの応援の
中に、李仁夏がいた。 
 1948 年 2 月 居留民団事務所（5 坪）を借りて主日学校開設 
 1951 年 4 月 23 日 現教会所在地に土地 128 坪を購入 










 1952 年 1 月 25 日 礼拝堂建築のため請負業者と契約（建坪 25 坪） 
 1952 年 8 月 2 日 献堂式挙行（司式：尹河英牧師、式辞：呉允台牧師） 
 1959 年 3 月 19 日 李仁夏牧師 本教会着任 
 1959 年 9 月 25 日 李仁夏牧師就任 
 1969 年 4 月 1 日 教会併設の桜本保育園開園（定員 40 名） 
 1969 年 5 月 李仁夏牧師、世界教会協議会（WCC）「人種差別と闘うプログラム委員会」
委員に就任（以降 14 年間奉仕） 
 1971 年 4 月 25 日 小杉尅次講道師着任歓迎会及び結婚祝賀会開催 
 1973 年 10 月 4 日 社会福祉法人青丘社、厚生省より法人認可される。 
 1973 年 12 月 23 日 現在の新教会堂、入堂礼拝及び聖誕節礼拝挙行。 
 1974 年 2 月 1 日 桜本保育園、川崎市の認可保育園として出発。定員 70 名、職員 15 名。 
 1974 年 3 月 24 日 献堂式挙行 
 1974 年 6 月 19 日 朴鐘碩氏日立就職差別裁判勝利感謝特別記念礼拝 
 1974 年 7 月 30 日 川崎教会及び各団体が連合し、川崎市に「児童手当の支給」「市営住
宅の入居」を求めて交渉、市は完全受け入れ実施を約束する。  
 1974 年 8 月 19 日～22 日 池上町にて地域子供会開催 
 1975 年 2 月 9 日 児童手当受給、市営住宅入居獲得に関する地域集会。4 月より在日外
国人に対しても門戸開放すると市側が確答する。 
 1975 年 4 月 16 日 青丘社桜本学園開設  
 1976 年 3 月 15 日 第 325 回諸職会 
＊川崎市委託の学童保育受託のため教会堂使用を許可  
 1976 年 12 月 26 日 小杉尅次牧師送別礼拝 
 1977 年 2 月 13 日 川崎市要保護世帯奨学金制度外国人除外改定要求の署名運動を開始
する。  
 1977 年 5 月 1 日 青丘社ティーチ・イン「民族差別とは何か」開催（通算 3 回開催） 
 1977 年 11 月 5 日 青丘社運営委員会が組織される。委員長・崔勝久理事。 
 1978 年 10 月 6 日 川崎信用金庫民族差別制度撤廃勝利地域集会開催 
 1979 年 4 月 13 日 ジャックス信販差別問題起こる。 
 1979 年 11 月 2 日～4 日 第 5 回民闘連全国交流集会 本教会を会場の一部として提供  
 1981 年 8 月 27 日 姜博青丘社主事、指紋押捺を拒否 
 1981 年 12 月 6 日 第 389 回諸職会 
 ＊小杉尅次牧師を協力牧師として招請することを決議 
 1982 年 3 月 7 日 第 392 回諸職会。青丘社運営委員会が廃止される。 
 1982 年 6 月 20 日 「川崎在日韓国・朝鮮人の教育を考える会」発足 




 1982 年９月 30 日 青少年会館設置要求統一要望書が川崎市長宛に提出される。  
 1982 年 10 月 14 日 第一生命加入差別撤廃交渉始まる。 
 1983 年 4 月 13 日 会館建設にむけた市民生局接渉始まる。 
 1984 年 6 月 1 日 会館建設要求第二次統一要望書を市に提出、助役と面談 
 1985 年 2 月 23 日 伊藤川崎市長「法も規則も人間愛を超えるものではない」として指
紋押捺拒否者を告発せずと声明  
 1985 年 5 月 8 日 李相鎬執事 指紋押捺拒否事件のため逮捕され 3 日後釈放される。 
 1985 年 5 月 李相鎬執事逮捕の抗議をこめて指紋押捺を拒否する教会員が 10 数名続出
し、後にその多くの人たちは起訴され、裁判の結果罰金を支払った。 
 1986 年 6 月 8 日 裵重度長老将立式 
 1986 年 6 月 27 日 李相鎬執事、指紋押捺拒否裁判 横浜地裁川崎支部 
 1987 年 11 月 13 日 川崎市ふれあい館建設着工(地元の反対運動のため一年間延期され
ていた） 
 1988 年 6 月 14 日 川崎市ふれあい館開館（館運営・事業が青丘社に市より委託される）。 
 1989 年 2 月 24 日 天皇の死去（1/7）に伴い「恩赦」が出され指紋押捺拒否者の裁判途
中にある者は免訴にされる。 
 1994 年 11 月 3 日 李仁夏牧師、川崎における永年の社会福祉活動に対して「川崎市社
会功労賞」を授与される。 
 1996 年 3 月 24 日 李仁夏牧師現役最後の説教（「キリスト者となって半世紀」） 
 1996 年 5 月 23 日 青丘社理事会（金鴻植長老理事長退任、李仁夏元老牧師理事長就任） 



































その一人が朴鐘碩であり、1970 年 12 月に、就職差別を受けたということで、「日立製作


















































 『季刊まだん』第 3 号（1974 年 5 月）では、日立就職差別裁判の 74 年 6 月 19 日の勝訴
判決が出る前の時期に、「特集 日立就職差別裁判」が組まれた。そこでは、原告朴鐘碩が、
                                                   






















えよう。20 代から 30 代の若い在日朝鮮人二・三世が、この運動を中心的に担っていたのが
特徴的である」［高柳 1995：153］と述べた。 
本論文でも、第 1 章第 2 節で、「裁判の勝利もさることながら、この闘いのプロセスで、
朴君が『新井』という同化された意識から『朴』という民族的アイデンティティーを勝ち取
ったことも、在日同胞の若い世代の生きる方向に大きな意味をそえた」［川崎教会歴史編纂




























 そこで本稿では、上述した日立闘争およびその後に川崎で起こった 3 件、合計 4 件の民
間企業の民族差別に対する撤廃運動の歴史を見ていくことにする。 
本章の構成は、第 1 節の「はじめ」に続き、第 2 節では、日立闘争を分析することによっ
て、上記目的にうち、①を明らかにし、②の「経験的な方法論」を仮説として設定する。そ
して、川崎で起こった、第 3 節の川崎信用金庫民族差別事件、第 4 節のジャックス信販差






1973 年 12 月 21 日付の「朴君を囲む会」が日立宛に提示した抗議書46によれば、日立（抗
議書では「貴社」と記載。）が朴鐘碩の採用取消に至った経緯は以下の通りである。 
 
   1970 年 8 月 23 日、在日朝鮮人朴鐘碩君は、貴社ソフトウェア戸塚工場の採用試験








                                                   






会 1974:59-63,69-79］。高浪徹夫は、K（慶応47）大学の学生であった。70 年 9 月頃から 10
人程度のグループ（以下「学生グループ」という。）で、渋谷等に出て「入管法・在日朝鮮
人問題」のカンパや署名活動を行っていたが、10 月初め頃、横浜駅に出るようになった。
10 月 18 日、「日立に就職差別されて裁判を起こす」と、朴鐘碩が横浜の学生グループに声
をかけた。4、5 日後に、朴鐘碩は慶応大学を訪れ、日立の解雇は差別であり、「裁判をやっ
て、何とか日立に入りたい」ので助けてほしいとの思いを学生グループに告げた。これに対
して早速、弁護士を探すことになり、70 年 12 月 8 日に裁判は提訴された。この提訴の記事
を見た韓国人 C（崔勝久48）が学生グループを訪ねてきて、「君にとって、在日朝鮮人と中
国人とはどう違うんですか」と質問したが、高浪は満足な答えが出て来なかった。朴の「上







 「72 年中続いた会の分散化状況」は、「72 年 9 月よりの証人尋問開始」や民族差別の問
題を広く訴えていくための「9・2 関東大震災――朝鮮人虐殺 50 年集会」へ向けた 73 年 3 月
からの準備によって解消されていった。高浪ほか事務局の数名の仲間は、川崎教会がある








                                                   
47［崔 2008：37］。 
48崔勝久の証言から韓国人 C さんは崔勝久であることが分かる［朴君を囲む会 1974：10］。 
49「就職差別裁判上申書」［同：237-260］。 






































い」、の 5 項目を質問した。 
 これらに対して次回、日立側が責任ある回答をすることを確認して 6 時半散会した。「当
日の模様」は韓国の「東洋放送」と『韓国日報』が報道した。 
                                                   
51〈資料 1〉［朴君を囲む会 1974：103-106］。 
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74 年 1 月 4 日に韓国キリスト教学生会総連盟（KSCF）が「反日救国闘争宣言」52を発表
したが、その中に「日立会社の朴鐘碩氏就職差別問題など、日本内での韓国人同胞に対する
差別待遇を即時中止せよ」との要求が含まれていた。 
1 月 30 日に第 2 回直接交渉が行われた。約 70 名が参加し、労務課長、同係長他 3 名を
























う内容が書かれた「日立の研修会におけるマル秘文書」を投げつけた。これは、71 年 1 月
26 日に行われた労務担当者研修報告書55であり、現在の勤労部長、労務課長も出席してい














 次の交渉までの間、4 月 16 日に韓国キリスト教長老会女信徒会ソウル連合会、4 月 26 日
～5 月 3 日に世界キリスト教会協議会（WCC）人種差別闘争委員会、5 月 7 日に韓国キリ
スト教会女性連合会がそれぞれ日立製品の不買運動を行うことなどの決議を行った。 
また、5 月 9 日に「朴君を囲む会、記者会見をして、研修会マル秘文書を暴露。日立側は
『一担当者の勇み足』と抗弁」。 
 5 月 15 日に「衆議院法務委員会」で公明党議員が「マル秘文書及び朴鐘碩への就職差別
を追及」した。 
































あくる日の 5 月 18 日に「昨日の模様」が日本の新聞や韓国の新聞に報道された。 
5 月 27 日に「5・27 日立糾弾大集会」（日比谷公会堂）を開催、全国から 800 名が参加し













立に再回答の確約」をとり、11 時 10 分に解散した。 
6 月 11 日に、6 月 17 日は団体交渉ではなく代表 5 人なら会う、また本社ではなく、亀戸
工場で一時間に限り面会するとの「申入書」が日立から佐藤呼びかけ人宛に送付されてきた。 
6 月 17 日、抗議団は「前回方針通り」、本社へ参加者 250 名が行くが本社はロックアウ
トの状態であったので、代表としてではなく、抗議団として亀戸に 5 名を送った。そこで、
新井常務ほかに会って口頭で抗議し、「抗議ならびに要求書」62を手渡した。 
6 月 19 日に朴鐘碩就職差別裁判の判決があり、「原告側の主張をほぼ全面的に認めた」。 
7 月 3 日に日立は控訴を断念し、判決が確定した。「訴訟代理人（弁護士）を通じて、日
立との折衝が続けられる」。 
8 月 27 日に、日立と「朴君を囲む会」が「合意書」ならびに「合意書に関する了解事項」
63に調印した。 















































































































 3 月 30 日に川信から B に「窓口担当者の勘違いであった」と、融資の決定を伝えた。3
月 31 日に「『糾す会』約 50 名は、川信大島支店に抗議に行った」。その時の話し合いで、
川信は「パーソナルローンには国籍条項はなく、住宅ローンと間違えた」、住宅ローンは「損
保会社（日新火災・千代田火災）から朝鮮人の融資はダメだと言われている」と述べた。4
月 7 日、「『糾す会』と地域の住民約 80 名が川信側から 6 名、損保会社 2 名」と交渉を行っ
た。川信はここで「パーソナルローンには住民票が必要だが、B 氏は外国人で住民票がない
ために断った」と、先の説明とは違っていた。「糾す会」は以下の 5 項目の要求を提出した。 
 
  一 窓口がパーソナルローンと住宅ローンとを見まちがえたとする住宅ローンの取扱
                                                   






  二 川信及び損保会社は住宅ローンの国籍条項を撤廃せよ 
  三 川信は民族差別を犯したことを認め謝罪せよ 
  四 川信の差別体質の根幹である内部規約を見せよ 
  五 パーソナルローンのパンフレットの中に在日韓国・朝鮮人にも融資できる旨明記
せよ 
 
 4 月中に 3 回目の交渉を持つことになったが、その後、「川信は態度を変化させ」、「一 内





国籍条項の検討のための交渉中断」（朝日新聞川崎版 5 月 18 日付）と、「『糾す会』に対す
るとは異なった見解を述べた」。「『糾す会』は益々怒りを強めた」。 
「『糾す会』は 5 月下旬、約 5000 枚の抗議のビラを川崎駅頭や桜本地域で配布し、5 月
31 日、本店に抗議行動を行なった」。店内外でビラを配り、シュプレヒコールし、抗議文



























































































 事件当事者である R が川崎教会（李仁夏牧師）を訪ね、相談。日立闘争を経験した（あ
るいは近くで見ていた）であろう婦人がＲとともに交渉に参加した。 
・運動の拠点（川崎教会・青丘社）があった 
                                                   




















・1982 年 10 月 1 日 高博君の会社の同僚 S 君（日本人）、第一生命の保険に加入。 














 これに対して 10 月 14 日、高と青丘社の 1 人が第一生命小杉支社を訪問し、「①外登のナ
ンバ （ー本人と父親）を要求した理由、②事前調査をする理由とその内容はどういうものか、
という二点について、会社側の回答を要求した」。 








10 月 20 日に青丘社において第一回確認会を実施することになり、第一生命は契約第一













11 月 25 日に高あてに第一生命から回答書があった。 
12 月 7 日に第三回確認会（青丘社）があり、第一生命側から前回と同じ 3 名、高側は 24






















6 月 17 日に「社内向け研修として、第一生命本社にて、青丘社・桜本保育園園長の李仁



























                                                   
66李相鎬の青丘社・桜本保育園主事の在籍期間は 81 年 10 月から 89 年 3 月 31 日まで［川崎教会歴史編
纂委員会 1997：311］。 
















































































第３章 民闘連の結成および民闘連運動の発展  ÜÜ70 年代の川崎を中心にÜÜ 
 
１．はじめに 







































































の中から芽生えてきた言葉」（「“共に生きる” “共生をする”」）である［裵 2016：23-24］。 
96 
 
 民闘連は、民闘連の当面の到達点と位置づけを確認するために『第 5 回民闘連全国交流
集会 特別基調報告』（以下『特別基調報告』という）を第 5 回民闘連全国交流集会で配布
した［特別基調報告 1979：60-61］。 












その中、74 年 11 月に第 1 回民闘連全国代表者会議が川崎で開かれ、一週間後に関東民闘
連結成準備集会が開催された。11 月末に関西民闘連が発足した。74 年末に尼崎で差別行政
闘争が組まれ、75 年 7 月に兵庫民闘連が発足した。そして、75 年 8 月、第 1 回民闘連全国
交流集会の開催に至った。 





















 それでは、70 年代の在日韓国・朝鮮人の状況はどうであったであろうか。それについて、 
韓国の二人の学者が日立闘争とその裁判が継続中であった 74 年 1 月に、大阪で「在日韓国
人」の意識と実態の調査を行った。その結果として、高麗大学の政治学者韓培浩教授と社会
学者洪承稷教授の論考が『民闘連ニュース』に連載された。「韓国人マイノリティーの概括
的特徴」を調査するために、1974 年 1 月を通して、上記二人の教授によって構成された研
究チームは、在日韓国基督教会館（KCC）の協力を得て、大阪市生野区で 2 週間費やし、
「韓国人住民」の 225 世帯から合目的なサンプルを抽出した。回答者 225 人の日本在住歴
は、5.3％が 25 年以下、20.89％が 26 から 35 年、27.11％が 36 から 45 年、11.11％が 46
年以上、34.7％が二世であり、2 人は回答を拒否した［22 号 1977：1］69。 
日本への永住と将来の計画については、51.5％が「日本に永住する」、12.8％が「韓国へ
帰国する」、9.3％は祖国が「統一された時帰国する」、5.7％は「韓国の生活が向上した時に
帰国する」、3.1％は「北朝鮮へ帰国する」、 16.4% は「わからない」と答えた［22 号 1977：
5］。 
 回答者の 53.3％が民団に所属、13.3％は総連に同一視、3.5％は前の二つとは別の組織に













                                                   









近いところに置かれていると言えよう」［22 号 1977：3］。 
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［24 号 1977：8-10］。 




















交渉を始めるに至った」。民闘連は 76 年 8 月に川崎で、「第 2 回全国集会」を開き、約 150
名が参加した［金一勉 1977：242-247］。 
 田中宏(2017)はインタビューで次のように日立闘争以前から民闘連までの流れを語った。















   あと社会運動自体の変化もね。基本的にはやはり「べ平連（ベトナムに平和を！ 市
民連合）」以降の流れだと思う［同：108-109］。 
そして、74 年の裁判勝訴後に民闘連の結成に至る。中心になったのは李仁夏と裵重度で



























                                                   





72この論考が本論文のほぼ第 2 章を構成する。 
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解消して、74 年に全国民闘連が結成され、75 年に第 1 回全国交流集会が開催されるまでの
経緯と、第 5 回に至るまでの各全国交流集会の概要を示す。一部の地域ではその地域の民
闘連が結成され、それが全国民闘連に参加する形態をとった。 

















 本章の第 2 節では、日立闘争後に、関西や関東における民闘連結成、そして、4 回の民闘
連全国代表者会議を経て、75 年の第 1 回民闘連全国交流集会に至るまでの経緯をまとめる。 
 第 3 節では、全国民闘連の年の集まりである 75 年の第 1 回から 79 年の第 5 回までの民
闘連全国交流集会の概要を記述する。 
 第 4 節では、先ず川崎市での地域実践を示すとともに、尼崎市および川崎市での地域行
政闘争で「経験的な方法論」が適用されていたことを実証する。 
 第 5 節では、大阪、兵庫、川崎における在日韓国・朝鮮人子弟の教育や見守り活動につい
てまとめ、関西と川崎の違いを明らかにする。 













期から民闘連が発展して行き、79 年の第 5 回民闘連全国交流集会で中間総括として『特別
基調報告』が発表されるまでの民闘連の歩みを見て行く。 
日立就職差別裁判の原告側勝利と日立闘争勝利から民闘連の結成および発展の歩みにつ





 6.19 日立就職差別裁判勝利判決 横浜地方裁判所 
 7.15  朴君を囲む会・在日韓国人部会、在日大韓基督教川崎教会、青丘社桜本保育園等
が、川崎市長に「児童手当の支給及び公営住宅入居資格に関しての公開質問状」を
提出。7 月末に川崎市が来年度より実施との回答［創刊号 1975：29］。 
 8.27  日立と朴君を囲む会との間で合意事項調印（諮問委員会の設置） 
 9.1  日立糾弾闘争勝利集会開催、於東京全電通会館。民闘連の設立を提起。 




 10.19 朴君を囲む会「解散」を宣言し、民闘連結成に向けた討論集会とする。 
 11.4  第 1 回全国代表者会議（在日大韓基督教川崎教会） 
  10  関東民闘連結成準備集会（川崎市労連会館）。関東民闘連結成を凍結にする。 
                                                   
73 直接の明示が無い場合は「民闘連全国代表者会議報告 第 1 回～第 4 回」［4.5 合併号 1975：2-3］と









  23  関西民闘連結成。民族差別と闘う関西集会を開催（部落解放センター）。 
 12.19 14 団体を糾合し、兵庫民闘連の名で対尼崎市差別行政撤廃運動を展開 
   22 朴君を囲む会・日本人部会が神奈川朝鮮問題研究会設立集会を開催 
1975 年 
 3.30 第 2 回全国代表者会議（大阪・芦原橋） 
 5.9~10 兵庫民闘連が尼崎市と徹夜交渉。実態的差別を認め、日本人との同等支給を 9 月
市議会に提案することを尼崎市が文章回答。川崎から 12 名が応援に駆けつけた
［同：5-7］。 
5.11 第 3 回全国代表者会議（在日大韓基督教川崎教会、NCC 会館） 
6.14 第 4 回全国代表者会議（大阪・在日韓国基督教会館（KCC）） 
 7.27 関東民闘連結成集会開催（川崎市労連会館） 
兵庫民闘連設立総会開催（尼崎市小田地区会館） 
 8.30～31 第 1 回民闘連全国交流集会を大阪・部落解放センターで開催する。 
  （以下全国代表者会議省略） 
1976 年 8.27～29 第 2 回民闘連全国交流集会（川崎） 
1977 年 10.8～10 第 3 回民闘連全国交流集会（尼崎） 
1978 年 11.3～5 第 4 回民闘連全国交流集会（名古屋） 
1979 年 11.2～4 第 5 回民闘連全国交流集会（川崎）［30 号 1980：1］。 
 
 次に、表 3－1 にあるように、民闘連が 75 年 8 月に第 1 回民闘連全国交流集会を開催す
るまでの民闘連全国代表者会議の経過概要を示す。 
 第 1 回全国代表者会議は 74 年 11 月 4 日に在日大韓基督教川崎教会で開かれた。仙台・
川崎・名古屋・大阪・尼崎・広島・福岡から 30 名が参加し、「①情報交換を主とした“交流
体”として当面は出発する。②暫定的に事務局を RAIK に置く」ことを決めた。 
第 2 回全国代表者会議は 75 年 3 月 30 日に大阪で開かれた。川崎・名古屋・大阪・尼崎
から 18 名が参加し、第 1 回に引き続き、「民闘連結成に向けた組織イメージ」などを話し
合った。 














  (2)各地における活動と問題点をふまえての実践的交流を目的とした研修会を開く。 
第 4 回全国代表者会議は 75 年 6 月 14 日に大阪の在日韓国基督教会館（KCC）で開かれ
た。川崎・大阪・尼崎から 18 名が参加して、「実践交流研修会プログラム」が話し合われた
［4.5 合併号 1975：2-3］。 
 以上のように、第 3 回全国代表者会議において、民闘連の初期のイメージが出来上がっ
た。 
次に、各地域の民闘連の成立経緯を示す。 











をかけた告発になるべきである。これらの点などを確認して、74 年 11 月 23 日に関西民闘
連が結成された［2 号 1975：6-7］。 
関東民闘連については、関東民闘連結成準備集会が 74 年 11 月 10 日にもたれたが、「参
加する各団体が実践に裏打ちされた内実」を持つに至っていないということで、結成はしば
らく凍結された。その間、各グループは実践を進めて基盤づくりに注力した。そして、75 年







































 また川崎と同じく、7 月 27 日に、兵庫県尼崎市で、尼崎市との差別行政闘争で糾合した
14 団体約 80 名の参加で「兵庫民闘連」設立総会が開かれた。在日大韓基督教武庫川教会洪
永其牧師が代表に選出され、協議会構成 14 団体76から代表一人ずつを選出して幹事会が構




う理由で採用を拒否しても法に反しないか』といった主旨の質問に対し『労基法 3 条・憲法 14 条・民法
90 条に照らし合せても違反しない』という回答が掲載されており、明らかな民族差別に基づく就職差別





















３．第 1 回から第 5 回の民闘連全国交流集会の概要 












第 2 回民闘連全国交流集会「『民闘連運動』をめざして連帯強化を確認する」は、8 月 27
日から 3 日間にわたって川崎で開催され、札幌、仙台、茨城、東京、川崎、横浜、名古屋、
京都、大阪、尼崎、神戸の計 11 地域から 44 団体、約 150 名が参加した。韓国人の交流会
では、川崎、尼崎、八尾、大阪の同胞グループの連帯を確認した［14 号 1976：1-2］。 
                                                   
人の人権を守る会、阪神医療生活協同組合、朴君を囲む会尼崎連絡会議、部落解放同盟神崎支部、尼崎市
職員部落解放研究会、西宮市朝鮮史入門会、新しい教師の会（NTA）、日本の学校に在籍する朝鮮人児











































は、77 年 10 月 6 日から 8 日まで尼崎で開催され、東京、川崎、静岡、名古屋、京都、大





















 第 4 回民闘連全国交流集会「民族差別との闘いに向けての在日韓国・朝鮮人と日本人の

















  1 在日韓国・朝鮮人の生活現実をふまえて民族差別と闘う実践をする。 
  2 在日韓国・朝鮮人への民族差別と闘う各地の実践を強化するために交流の場を保障
する。 
  3 在日韓国・朝鮮人と日本人が共闘していくこと［同：5］。 
 















79 年 11 月 2 日から 4 日まで川崎で開催され、川崎、東京、横浜、静岡、名古屋、西三河、














































                                                   





















13 号(1976)の「在日韓国人の地域実践活動報告 川崎における地域活動の歩み そのはじ
めから現在まで」では、次のように述べている。 





74 年 6 月 19 日、横浜地裁で日立就職差別裁判の勝利判決があり、青年たちには大きな
励みとなった。6 月 30 日、川崎であった「日立糾弾川崎集会・民族差別裁判完全勝利」の
集会の後、行政差別に対する具体的な取組みが開始された。7 月 15 日、川崎教会、桜本保

























同胞が集住している池上町で、8 月から 12 月まで週 2 回、子供会活動を続けた。その中、





 75 年 2 月 9 日、1 回目の地域住民集会が「差別行政の撤廃を！」、「人間らしく生きるた
めに」というスローガンで開かれた。そこで、市からの説明の後、地域のオモニたちは、民
族保育を模索していた桜本保育園を卒園した子供たちが、本名を名乗ることによって、明る













                                                   
79 1974 年 7 月 15 日：児童手当支給、市営住宅入居について市長宛てに要望書提出、同 7 月 30 日：川崎







75 年 4 月 16 日、桜本保育園の卒園児や地域の同胞子弟の民族教育の場を保障し、また、
低学力の克服と人間性豊かな子供に育てるという趣旨で、日本人子弟をも含めた青丘社・桜
本学園が発足した。小学校 1 年から中学 3 年まで 60 人の子供が集まった。76 年 4 月から
は、小学校低学年（1 年～3 年）を対象とした市からの委託事業である学童保育「ロバの会」
が発足した。この報告時点で、子供総数が 80 名を超え、教師は韓国人・日本人の青年を含
















の交流の場を毎週土曜日夜 8 時から 10 時頃までに設定した。また、地域に住む同胞と日本
人が水曜日の夜 10 時から在日同胞の集住地域である池上町で、地域の運動や共闘を模索し
ながら、地域の個々の子供について話し合い、対策を練っている［8 号 1976：10-12］。 
















撤廃要求の運動は、74 年 10 月に在日大韓基督教武庫川教会、同教会青年会、尼崎在日同胞
の人権を守る会（以下「尼崎人権を守る会」という）の 3 団体によって起こされた。74 年
10 月 17 日、上記 3 団体名で尼崎市市長宛に公開質問状を提出することで交渉が開始され
た。 
 尼崎人権を守る会は、「兵庫県下あるいは関西の民主的在日韓国人グループ、日本人グル




すると確約した。しかし、市は 75 年 3 月の議会で、児童手当について第 4 子から 1500 円
という日本人への支給とはほど遠い内容で条例を上程し可決された。 
 このため、「民族差別と闘う兵庫県連絡協議会」（以下「兵庫民闘連」という）は、4 月 17
日に、市に「抗議」し、そして「要求書」を市に提出して是正を求めた。これに対して市は、
「第 4 子から一人 1500 円」としたのは「国が昭和 47 年から児童手当を支給する前、昭和
44 年から市独自に実施してきた条例によって実施した」と弁明し、「次回において市の最高
責任者の出席のもとに最終的な回答をしたい」ということで、第 3 回目の交渉は終わった。 
 そして、5 月 9 日、第 4 回目の対市交渉が尼崎市公民館で午後 7 時より開始された。今回
の交渉には、川崎から在日韓国人、日本人の計 12 名が参加した。交渉には兵庫民闘連のメ
ンバーを中心に、京都、大阪からの参加者もおり、約 100 名に及んだ。市からは、早崎憲人
社会福祉局長以下 12 名が出席した。 
 「交渉の冒頭に、仙台、川崎、名古屋の支援団体からの抗議文が朗読された」。交渉では、
兵庫民闘連側が前回の確認事項・質問事項を糺すことから始まり、「児童手当の支給額が日


















10 日午前 8 時 30 分に登庁した野草平十郎助役を交渉の場につかせ交渉が再開された。
助役は「新たな予算を組めない」と要求を拒否していたが、午後 1 時になって「昭和 50 年
4 月 1 日施行の本市児童手当支給制度について実態的差別があることを認め、日本人と同等
に支給するよう、支給額、支給要件、児童居住要件、遡及適用（50 年 4 月 1 日より）につ






 なお、9 月 29 日に「在日韓国・朝鮮人への、児童手当の支給が、尼崎市議会において正
式決定をみた」［4.5 合併号 1975：37］。 
経験的な方法論の具体的な項目について、尼崎市の事例を調べてみると次のようになる。 
・個人として参加する任意組織を立ち上げ、当事者と支援者が市側82と団体交渉 




5 月 9 日から 10 日にかけての第 4 回目対市交渉には、川崎から日立闘争経験者が参加した
83。 
・運動の拠点があった 





                                                   
81 ［創刊号 1975：6］では「草野平十郎助役」となっていたが、［仲原・藤川 2015：51］には手書きの
回答文が掲載されており、助役名は「野草平十郎」となっていた。本稿では「野草平十郎」に修正すると
ともに、回答文も 40 年誌［仲原・藤川 2015：51］を参照した。 
82 ここでは、「相手企業」を「市側」と変更した。 














「―兵庫― 尼崎市との第 8 回交渉 ―第二期行政闘争―」では、次のように述べてい
る。75 年末より第二期の行政闘争に入った。兵庫民闘連は、9 月市議会で「在日韓国人」へ
の公営住宅入居資格、児童手当の支給が条例化された後の 10 月 17 日に、「局長以上の出席
による交渉要請について」の申し入れ書を市に提出して「在日韓国人朝鮮人に対する行政の
基本姿勢を明らか」にすることを要求した。これに対して、市は 11 月 10 日に「市の基本
姿勢は昨年末のべてきたとおりで、意を用いて対応するので、交渉の必要はない」と文書で






の文書確認を取り交わした。7 月 6 日、尼崎市との第 8 回交渉には、市の木和田企画調整局
長以下 8 名と兵庫民闘連の約 20 人が参加した。この日の交渉で確認された事項は、「①市
報『あまがさき』に韓国・朝鮮人問題をシリーズで連載する」、「②民闘連と市との定期懇談
会」を持つということであった。なお、尼崎人権を守る会を中心に、地域の実践として「塾
活動」が始められた［13 号 1976：10-12］。 
 
（３）川崎市の民族差別撤廃運動 
 『民闘連ニュース』第 17 号(1977)の「―川崎― 就学案内要求と奨学金制度の民族差別
















洋三郎86の名前で、77 年 1 月 14 日に川崎市長と民生局長宛に「奨学金や支度金が支給され
ていないということこそ、川崎市における民族差別行政である」として公開質問状87を提出
した。1 月 31 日に、市から回答文が提示されたが、「差別を認め改正するというものでは
なく、財政上困難であり、国に対し要請をしつつ検討をする」という内容であったため、委
員会は回答を市に付き返して、再度交渉をすることにした［17 号 1977：4-7］。 
 『民闘連ニュース』第 19 号(1977)の「在日韓国人の地域実践活動報告 ―川崎― 奨学
金闘争がめざすもの」では次のように述べている。 




こと」を約束して、第 1 回目の交渉は終った。 





                                                   
84 「問題の奨学金制度は、要保護世帯……の児童を対象にした、入学支度金（小・中学校入学者には 1







れ、同時に各グループからも委員が選出され、事務局が設定された」［19 号 1977：11］。 
86日本キリスト教団生田教会の君島洋三郎牧師は、74 年 11 月に発足した「民族差別と闘う神奈川キリス
ト者連絡会」の代表である。連絡会はその頃に川崎でスタートした「地域の問題を考える連絡協議会」の
構成団体である［創刊号 1975：35］。 
87 『民闘連ニュース』第 17 号に 77 年 1 月 14 日付の川崎市長および川崎市民生局長宛ての公開質問状









 委員会は 77 年 3 月 8 日付で伊藤三郎川崎市長宛てに、基本的見解を 3 月 26 日までに文
章で示すように「要望書」89を提出した［19 号 1977：11-14］。 
 これに対して、3 月 26 日付、川崎市長から李仁夏および君島洋三郎宛ての「在日韓国・
朝鮮人の基本的人権の保障について」90という文書において、市長の「基本的考え」を示し


















                                                   
88 「77.3.28 要保護所帯奨学金、入学支度金等の条例改正（国籍条項撤廃）請願、本会議趣旨採択」［伊
藤 1997：54］とある。 







































籍条項を撤廃させた［4.5 合併号 1975：15-16］。 






















78 年、第 4 回民闘連全国交流集会の第 2 分科会分散会 A 報告「教育行政闘争をどうすす
めるか」で、「大阪考える会の杉谷先生」は朝鮮問題に 10 年関わってきたが、「大阪の場
合は、運動が続けられたのは、部落解放運動の流れがあったからで、それによるところが大
きい」と述べた［29 号 1979：37］。 
76 年の第 2 回民闘連全国交流集会において、トッカビ子供会の徐和明は実践報告「―八
尾― 民族差別と闘うオモニと青年 トッカビ子供会」で次のように述べている。トッカビ
子供会は 74 年 10 月に発足した。その要因は、①差別の実態があり、その中で、子供たち
の非行や低学力の問題があった、②地域に部落解放同盟安中支部があり、その運動にトッカ
ビ子供会のオモニが間接的に関わってきたことである。 










 76 年 6 月に、八尾市の教育委員会に、「解放同盟の教育部交渉の中の項目」として二つの
要求を出した。一つは、在日朝鮮人教育に対する指針を出すこと、もう一つは、トッカビ子
供会に資金援助をすることであり、どちらも獲得することができた。交渉ではオモニの貢献
が大きかった［14 号 1976：25-27］。 








































1981 年 4 月から 1 年間、市内に居住する在日韓国・朝鮮人の『生活・環境実態調査』を実施した。また
121 
 
る。また、週に 1 回、朝鮮語の学習を行っている［30 号 1980：67-68］。 
 
（２）兵庫 
 「教育実践報告 講演 在日朝鮮人教育の一つの指針（1）」では次のように書かれている。
県立尼崎工業高校教諭の中谷豊は 75 年 12 月 7 日に川崎で「在日朝鮮人の就職・進学問題
を考える集い」で講演を行った。尼崎工業高校は、全校生 850 名の中で「在日朝鮮人・韓国
人生徒 72 名と混血の生徒も入れて 80 名ぐらい、部落出身の生徒もだいたい同数」いる。 
 71 年に、在日朝鮮人・韓国人生徒の進路保障の取り組みで調査を行った。卒業する生徒














徒を一拠に高砂熱学に就職」させることができた。その後、翌年 1 人、翌々年 2 人の在日朝
鮮人生徒が入社している［7 号 1976：1-4］。 





 尼崎市は当時人口約 50 万人で、在日韓国・朝鮮人の同胞は約 1 万 5 千人であった。活動
地域には同胞世帯数が約 80 戸あり、朝鮮初級学校および総連の分会がある。同胞の組合員
が多く入っている阪神医療生活協同組合が介在することによって地域住民および同胞との
信頼関係をもつことができた。塾の子供は小学校 1 年から中学校 2 年までの 17 名、韓国人
                                                   





8 名と日本人 9 名であり、教師は韓国人 9 名、日本人 2 名である。子供の中に未解放部落出
身者がいる［14 号 1976：30-33］。 
78 年の第 4 回民闘連全国交流集会において、第 2 分科会の分散会 A「教育行政闘争をど
うすすめるか」で、兵庫民闘連は「尼崎市内小中学校ではほんのわずか、高校では多くの朝
問（文）研サークルがあるが、それは部落解放教育の延長上につくられたもの」であると報
告した［29 号 1979：29］。 







は支部の兄ちゃんたちが支えるのです」［30 号 1980：66］。 
 
（３）川崎 









度は聞いておく必要がある」ということであった［17 号 1977：7-8］。 




















運動にとって歴史的な出来事である」［15 号 1976：11］。 









































を囲む会」が発展・解消して、74 年に全国民闘連が結成され、75 年 8 月に第 1 回民闘連全
国交流集会が開催されるまでの経緯を示した。その間、大阪、兵庫、関東の地域ではその地





 次に、第 3 節で、第 1 回から第 5 回の民闘連全国交流集会の概要についてまとめた。75
年 8 月に大阪で開催された第 1 回民闘連全国交流集会で、民闘連のイメージ化として、「在
日韓国人と日本人との共闘」、「全国的な情報の交換」などが確認された。 





















 1 在日韓国・朝鮮人の生活現実をふまえて民族差別と闘う実践をする。 
 2 在日韓国・朝鮮人への民族差別と闘う各地の実践を強化するために交流の場を保障
する。 
 3 在日韓国・朝鮮人と日本人が共闘していくこと。 
 79 年 11 月に川崎で開催された第 5 回民闘連全国交流集会は、93 団体、約 400 名が参加

















把握した。これらを踏まえて、75 年 4 月 16 日、桜本保育園の卒園児や地域の同胞子弟の民
族教育の場を保障し、また、低学力の克服と人間性豊かな子供に育てるという趣旨で、日本




対する差別行政撤廃要求の運動が 74 年 10 月に起きた。14 団体が糾合して誕生した兵庫民
闘連は、75 年 5 月 9 日に、第 4 回目の対市交渉を午後 7 時より行った。この交渉には川崎
から在日韓国人、日本人の計 12 名が参加した。16 時間に及んだ徹夜交渉は民闘連側が勝利
し、川崎市に次いで差別行政の撤廃がなされた。この尼崎市の行政闘争でも、第 2 章で述べ
た民間企業における「経験的な方法論」が同様に適用されていたことを実証した。 










































第 4 章 民闘連運動の課題と議論  ÜÜ主に 70 年代を中心にÜÜ 
 
１．はじめに 
本章は、前章に引き続き、民闘連を取り上げる。本章の目的は、1979 年の第 5 回民闘連
全国交流集会までにあった在日韓国・朝鮮人と日本人との共闘や、それぞれの主体性の問題
などの議論についてまとめ、考察することである。また、川崎での「日本人部会」の試みと、






て『特別基調報告』が発表された 79 年の第 5 回民闘連全国交流集会までの議論をまとめる
ことにする。 
 また、川崎における「日本人部会」を取り上げる。日立闘争の際に「朴君を囲む会」の在














 第 2 節では、川崎の在日同胞青年の問題提起から始まった「在日韓国・朝鮮人および日本
人の共闘と主体性」の議論をまとめる。 
 第 3 節では、民闘連全国交流集会で講演した在日一世である金時鐘と李進熙の主張を示
す。 





 第 5 節では、日本人の活動家が民闘連の中で示した日本人と在日韓国・朝鮮人との共闘
と主体性などについて見て行く。 
 第 6 節では、川崎の「日本人部会」の歩みと継続性などの課題を取り上げる。韓国人部会
と違い、今まで、日本人部会が系統だって取り上げられた例は見られない。 
 第 7 節では、民闘連運動のリーダーであった佐藤勝巳と崔勝久が 80 年代初めに、民闘連
運動から離脱した経緯を示す。 
 第 8 節で、本章をまとめる。 
 
２．在日韓国・朝鮮人および日本人の共闘と主体性――川崎の在日青年の問題提起―― 
 本節では、1979 年の第 5 回民闘連全国交流集会まで、しかも、おそらく現在までにも明
確な回答が得られていないと思わる「在日韓国・朝鮮人および日本人の共闘と主体性」の議
論について見てみることにする。 






































































































































思う」という発言があった［26 号 1977：10-11］。 
                                                   
93電々公社就職差別問題：「西宮市立西高（定時制）の卒業生で、近畿電々公社の就職試験を拒否されて
いた高昌重君は、西高教師集団を中心とした闘争によって門戸解放された電々を受験し、78 年 4 月採用





































 崔は『特別基調報告』の第 4 章「在日朝鮮人の主体性について」で、これまでの崔の主張
                                                   
































































 第 5 回民闘連全国交流集会で、関東民闘連の崔勝久は第 1 分科会発題講演「在日朝鮮人
の主体性について」で次のように述べた。 

































中で、切に求められている」［7 号 1976：5-7］。 
 
３．在日一世である金時鐘と李進熙の主張 
 本節では、1978 年の第 4 回民闘連全国交流集会で記念講演を行った金時鐘および 79 年
の第 5 回民闘連全国交流集会で記念講演を行った李進熙を取り上げる。この 2 人は在日一






朝鮮人知識人批判ノート」とも関係する。最初に、この 2 人について説明する。 

























刊 5 年、第 20 号を迎えました。その間、いくつかの批判もあって私たちは『季刊 三千里』
第 10 号で、主に総連（在日本朝鮮人総連合会）の機関誌『朝鮮新報』から出された“批判”
にこたえる座談会を行ないました。総連はことし 3 月に入って、学習『提綱』で『季刊 三
















年 10 月 25 日印刷、11 月 1 日発行）から、この座談会の後に、79 年 11 月 2 日の第 5 回民









日韓国・朝鮮人の関係の一つの成功例であった［19 号 1977：10］。 




























 77 年 3 月 6 日の関東民闘連第 5 回セミナー「兵庫における民族教育の実践」において、 
                                                   


































































 また、79 年の第 5 回民闘連全国交流集会では、李進熙が「皇国史観の克服」という題で
記念講演を行った。そこで、次のように述べた。 
民族差別の依っているところは明治維新以降に打ち出された「皇国史観」であり、まだ根





















法務省入国管理局では、1975 年 10 月の出入国管理行政発足 25 周年にあたり、全国の入
国管理局職員から「今後の出入国管理行政のあり方について」の課題で論文を募集した。入
国管理局参事官室に勤務していた坂中英徳はこれに応募し、優秀作に選ばれた。「この論文
は入国管理局職員の執務参考資料である『入国管理月報』（第 176 号、1975 年 10 月）に掲
載され、その別刷が外部の関係者にも配布された」［坂中 1989：229-230］。 










 第 2 部の「３ 初期の論評」で次のように述べられている。「77 年 6 月号の『外人登録』
に『在日朝鮮人の処遇』の項が掲載されると、大きな反響を呼んだ」。そして、「掲載後の比













































                                                   



























べきである」と述べている。そして、66 年 1 月の協定永住発効以後を振り返えると、民族
学校の生徒は減少の一途をたどり、日本学校への就学者が増え続けている。また、「近年の




















また、『特別基調報告』（1979）の「第 3 章 在日韓国・朝鮮人のおかれた諸状況」の執
筆担当者である裵重度は「在日韓国・朝鮮人のおかれた諸状況」について、次のように分析
した。 













計では「結婚総数 7450 組のうち 3576 組が日本人との結婚」であり、これは全体の半数に
近く、しかも増加傾向にある。生まれて来る子女は「混血」と称される。 








                                                   
99昭和 29 年度法務研究員 入国管理局法務事務官 森田芳夫「在日朝鮮人処遇の推移と現状」『法務研









































































                                                   
100 2017 年 10 月 23 日、川崎市ふれあい館での山田貴夫への聞き書きによると、神奈川朝問研には山田





解決を必要とする問題にひとつずつ取り組んでいくことが必要である」［19 号 1977：5］。 
 このように、飛田は、自己変革は運動に参加した結果であり、「日本人の主体」を問う前
に、課題に一つずつ取り組んでいくという実践が重要であると説いた。 
78 年の第 4 回民闘連全国交流集会での日本人交流会の報告は、関東民闘連の山田貴夫が
行った。川崎の青年が「学生の間は時間が比較的あるので頑張っていけるが、就職というこ
とも考えると、もう少し長期的な見通しのなかで自分の生き方を考えていかなければなら
ない」という発言があった［29 号 1979：47］。 
 学生は就職に際して、個人の問題として運動の継続性に支障が出る可能性がある。 














ると表現した」［同：48］。そして、79 年の第 5 回民闘連全国交流集会の「閉会の挨拶」で、
佐藤は今関東で残っている日立闘争のメンバーは、李仁夏、裵重度、崔勝久、山田（貴夫）、




















































に上提（以後、71、72、73 年の合計 4 回上提され、いずれも廃案となる）され、協定永住
を取得しない在日韓国・朝鮮人を旅券を所持し入国して来た外国人と文字通り同じ法体系
に組みこもうとする動き」があった。 














ないで、韓国の民主化運動に連帯することはおかしい［30 号 1980：26-27］。 














                                                   
101「永住権所得者」を「永住権取得者」に、「未所得者」を「未取得者」に変更して記載した。 
102螞蟻〔華僑青年闘争委員会〕は「70 年入管闘争もまた、私たち被抑圧民族の側からの闘いで開始され




















































   （イ）児童手当・公営住宅入居要求と署名 



















ス』は第 3 号で終り、神奈川朝問研は終息していった103。 





                                                   
103 2017 年 10 月 2 日、川崎市ふれあい館にて山田貴夫から聞き書き。 
151 
 
いが、78 年 10 月に書かれたものである。なぜなら、「次の編集会議 10 月 30 日」とあり、
本通信に「川崎信用金庫“民族差別を認め、謝罪する”川信の民族差別を糾す会 確認書交




















 山田らは、『特別基調報告』が出る前の 79 年 4 月 24 日に、新たに川崎朝鮮問題研究会
（以下『川崎朝問研』という）を発足させ、上記のような「具体的な実践」を試みていた。





















































朝問研・第 3 号 1979：4-5］。 




























個別の相談は受けないことにした」。それが 81 年である。それまで、24 件の民族差別事件
に関与した［佐藤勝巳 1991：12-19］。 
また、佐藤は「1982 年頃から在日韓国・朝鮮人運動に関与しなくなった」。それは 82 年
1 月 1 日に、「在日韓国・朝鮮人の社会保障などが、日本人と基本的に同じになり、また、
                                                   
105川崎朝鮮問題研究会編『韓国はいま』第二号、神奈川労働ニュース、1980 年 5 月 30 日。 
川崎朝鮮問題研究会編『韓国はいま』第三号、神奈川労働ニュース、1980 年 6 月 4 日。 
川崎朝鮮問題研究会編『韓国はいま』第四号、神奈川労働ニュース、1980 年 6 月 9 日。 






































                                                   


































                                                   
108「第一部の付録として『指紋押なつ問題に寄せて』を収録したが、これは、筆者の「在日韓国・朝鮮



























拝が、どうして 20 年近くも大手を振ってまかり通っているのだろう」と疑問を呈した。 









 このように、佐藤がまだ全国民闘連の共同代表を務めていた 78 年頃、北朝鮮からの「南
侵」の可能性について言及していた。この点に関して、佐藤は 78 年と 85 年において、同
様の見解を持っていた。 
                                                   
109佐藤勝巳(1978b)は「共和国評価を批判」するために、小田実(1977)の以下の章から引用した。第 1 章
「1 本の竿を立てよう――『北』と『南』と『われわれ』――」［小田 1977：7-44］：「世界」77 年 4 月号
に最初発表［同：巻末］。第 2 章「『北朝鮮』――その現実と思想」［同：45-174］：「朝日ジャーナル」77





















































































































































に、あなたの隣り人を愛せよ」と言った。これらについては第 6 章で再び取り上げる。 
一方、尼崎・在日同胞の人権を守る会は、日本人を「理解ある者」と「わかっていない者」
に色分けせずに、地道な接触を通じて信頼関係を築いていく必要性を説いたが、これは日本
                                                   









































 以上のように金時鐘の 72 年から 78 年の言葉を見てきたが、民族統一を志向する中で、
「在日朝鮮人」が南北に分断されている母国を同視野に納めことができ、南と北の接合点を
担う生活集団であるという見解は一貫している。これは祖国への回帰思想でもある。 














ていた。これは第 2 節の崔勝久らの主張と同様である。 
























 佐藤勝巳は 76 年の第 2 回民闘連全国交流集会で、朝鮮問題を長く続ける例は稀であり、
長く続けると腐敗が起こる。そのためには、原点に戻ることが必要であると述べた。飛田雄
一は 77 年の論考で、自己変革は運動に参加した結果であるといい、山積みされている課題






て、個々人が運動に参加する際に継続性に課題があるという認識もあった。79 年の第 5 回
民闘連全国交流集会で、佐藤は今関東で残っている日立闘争のメンバーは、李仁夏、裵重度、
崔勝久、山田貴夫、高浪徹夫と佐藤勝巳ぐらいであると述べた 



















































































































て違いが見られる。なお、崔が運営委員会委員長に従事していた期間は、第 1 章の「表 1-
2．在日大韓基督教会川崎教会年表（抜粋）」を見ると、77 年 11 月 5 日から 82 年 3 月 7 日
であるので、上記『特別基調報告』は崔が運営委員会の委員長の時に書いたことになる。 
ところで、次章で詳しく述べることになるが、川崎市川崎区田島支所で外国人登録を担当
していた市職員山田貴夫の目の前で、81 年 10 月に、崔勝久の後輩である青丘社・桜本保育
園主事の姜博が指紋押捺を拒否した。また、姜の後任であった李相鎬主事も指紋押捺を 82




































58 年に最初の法改正があり、それまで 60 日以上日本に滞在する外国人に指紋押捺義務が
あったが、滞在 1 年未満の外国人は免除となった。71 年に、指紋に関する政令改正があり、
それまで再交付などの際に 10 指の指紋が必要であったが、指紋押捺は原則として左手人さ
し指の 1 指となった。さらに、82 年 8 月に、外国人登録法を大幅に改正し、①指紋押捺義
務年齢を 14 歳から 16 歳に引き上げ、②登録切り替えを 3 年から 5 年に延ばし、③指紋押














田中宏(1995)は日本の指紋押捺制度の歴史変遷を示した。先ず、52 年 4 月 28 日の外国人
登録令廃止と外国人登録法制定から 82 年改正までの経緯が示されている。そして、60、70
年代でも指紋押捺拒否者が少数いたことを示し、80 年 9 月に指紋押捺を拒否した韓宗碩が





た 34 人（1 人は不携帯罪）はすべて『免訴』となり、それまでの違憲を争う手段を奪われ
た」。その後、91 年 1 月の海部首相訪韓時の「日韓覚書」によって、2 年以内に指紋押捺制






否し立ち上がった。「指紋押捺」の根拠法である外国人登録法は 52 年 4 月から施行され、
指紋押捺は 55 年から始まったが、56 年にも指紋押捺拒否者がいた。さらに北朝鮮への帰国
事業が盛んだった頃の 59 年から 65 年まで尼崎市では 2 桁の人数の指紋押捺拒否があり、


















として、川崎市の秋山・元市民局長は、85 年の「2 月 20 日頃の市の幹部会議で突然市長の
不告発の指示があった」。「当初は庁外の人たちとの連携の中で不告発の方針を固めたよう
である」と述べている。これについて、82 年の自治労第 77 回中央委員会における「外国人










改めて確信した」と述べている。資料集には他に、85 年 2 月 23 日以降の各社の新聞記事が
かなりの頁を占め、『地方自治通信』の記事 2 編も所収されている。そのうちの 1 編が「指
紋押捺問題と自治体・その後」112であり、その中に資料「指紋押捺問題・1985 年の動き（作








1997：490, 600］。先行文献でもあるように、外国人登録証の大量切替えの年である 85 年
になって、川崎市は 82 年に指紋押捺を拒否した川崎市在住の在日韓国人李相鎬青丘社主事
の 3 年の時効が近くなり、警察から自治体の立場を 2 月 23 日までに明確にするように打診
されていた。それに対して、2 月 23 日に川崎市長は指紋押捺拒否者の不告発宣言を行い、
これが他の自治体にも波及していった。そして、こうした状況に対抗する形で 85 年 5 月に
警察は李相鎬の逮捕に踏み切った。これらがマスコミに大きく取り上げられ、さらに集団で
指紋押捺を拒否するなど、改廃運動が盛り上がることになった。不告発宣言と 5 月 14 日の
法務省通達に絡み、川崎市と国は対立関係に至ったが、この対立緩和に川崎市はやはり独自
                                                   
112地方自治通信編集委員会編『地方自治通信』12（193）、地方自治センター、1985 年、pp.2-52。 
113伊藤市長の経歴：千葉県成田市生まれ。15 歳の時、川崎へ。早稲田高等工学校卒。51 年、技術吏員と
して川崎市役所勤務。川崎市労連委員長、自治労神奈川県本部委員長を経て、71 年に川崎市長。85 年 3


























































 姜博は 82 年 6 月 7 月に岡山地裁に出した「意見陳述書」で次のように述べている。81 年
















                                                   
114「姜さんが倉敷市内へ転居したため、告発は児島署に移管され、昨年末、児島署、岡山地検の調べを
受けて略式起訴され、今月 5 日、児島簡裁から罰金 1 万円の略式命令を受けた」［820214A］。なお、姜








などが組織したものであった［朴君を囲む会 1974］。山田は裁判継続中の 72 年に川崎市市
役所に就職した［山田 1998：92］。82 年に李相鎬が指紋押捺を拒否した時は、田島支所で
住民登録の担当に変り、近くで見ていた115。なお、山田は日立闘争後にできた関東民闘連
（李仁夏が共同代表）の会員でもあった［民闘連ニュース 1980：3, 66］。 
 李仁夏は 69 年に川崎市川崎区にある在日大韓基督教会川崎教会に保育園を開園し、74 年
2 月には社会福祉法人青丘社・桜本保育園として認可保育園にした［川崎教会歴史編纂委員





2015：183］。李仁夏は 75 年から 93 年まで、民闘連の全国代表［李仁夏 2006：228］を務
め、民族差別と闘う市民運動のリーダーとして活躍していた。また、後述する 2 つの「支え
る会」の代表となり、指紋押捺制度反対の市民運動も主導していた。 











 1980 年からの指紋押捺拒否者を月刊自治研(1984)から抜粋・修正117して表 5-1 に示す。
                                                   
115 2017 年 2 月 28 日、川崎市ふれあい館にて山田貴夫から聞き書き。 
116李仁夏：桜本保育園園長(74.2～96.3)、姜博：桜本保育園主事(78.4～81.9)、李相鎬：桜本保育園主事
(81.10～89.3)［川崎教会歴史編纂委員会 1997：311］。李相鎬：川崎教会執事(85～89 年度) ［同：265-
267］。 




表 5-1 にある名前は拒否順 3、4、5 以外は本稿のどこかに登場する。拒否順 7 が姜博であ
る。ここでは、拒否順 16 の李相鎬について、簡単に取り上げる。 
李は事業家の家に生まれ、九州の小倉で育ち、県立小倉高校に進学した。高校 2 年生の
時、母親が通っていた崔昌華牧師（拒否順 2 番目）の「在日韓国基督教小倉教会」に通うこ
とになり、ハングル文字を学び始めた。高校を卒業して 2 年後の 77 年に、明治大学に入学
した。その年に「在日韓国基督教川崎教会」の敷地にあった社会福祉法人青丘社・桜本保育













表 5-1．1980 年から初期の指紋押捺拒否者一覧（抜粋） 
拒否順   氏名       拒否場所   拒否年月日 国籍   年齢   職業 
１   韓宗碩     東京都新宿区   80.09.10       52   会社員 
２   崔昌華     北九州市小倉北区 80.11.18       52   牧師 
３   崔善愛       同上     81.01.09       22   学生 
４   崔善恵       同上     81.01.12       16   高校生 
５   金貞女       同上     81.04.09       51   主婦 
７   姜博      川崎市川崎区   81.10.27       26   会社員 
14    梁容子     大阪市東淀川区  82.07.16       31   自営業 
16    李相鎬     川崎市川崎区   82.08.07       26  団体職員 
17    李敬宰     大阪府高槻市   82.08.07       26  団体職員 
18    辛仁夏      横浜市港北区   82.08.11       15   中学生 
23    朴愛子      大阪市生野区   82.08.28 朝鮮籍       主婦 
26   キャサリン・森川  神奈川県大和市  82.09.09  米国    32  大学講師 
 
５．川崎市職労の動き 












82 年 12 月 25 日の『川崎市職労』第 739 号には、「外人登録『指紋押捺制度』廃止求め





 83 年 7 月 10 日の『川崎市職労』第 751 号には「外国人登録法 是正へ市議会請願」に










 支える会主催「外国人登録法に関する連続学習会」のビラによれば、11 月 22 日に第一回
目として「指紋を取るのはもうイヤだ！ 外国人登録行務の実態」という講義が川崎市立産
業文化会館であった。講師は川崎市職労の山田貴夫とある。このビラには、11 月 27 日に大
阪で民闘連主催の全国決起集会が予定されていることも書かれていた。連続学習会の他の
















への取り組みを開始した。82 年 6 月 25 日、「外国人登録事務取扱手当」の廃止をきっかけ
とした西宮市職労、9 月 10 日に大会方針化した大阪市職、9 月 21 日に大会決議した川崎市
職労など単組段階での取り組みがあった。中央本部はこうした動きを受けて、9 月と 10 月
に朝鮮総連と協議し、11 月 30 日、12 月 1 日の第 77 回中央委員会で外国人登録法の改正
や「告発留保」への取り組みなどを方針化した。83 年 2 月 2 日に朝鮮総連から「支援要請」
もあり、3 月の臨時大会で自治体決議の推進と対策会議の開催を確認した。5 月には、在日
韓国青年同盟からの問題提起、大阪市職からの報告を受けた。5 月 27 日、28 日の第 78 回





















                                                   










認を行っている」。また、84 年 5 月 22 日、姜博の岡山地裁での裁判で、証人に立った法務
省の亀井前外国人登録課長は、「法務省自身全般的な指紋照合を行っていない」ことを明ら
かにした［同：5］。 
 毎年、外国人登録法違反事件（不申請事犯と登録証不携帯）で 1 万人近い在日朝鮮人・韓
国人が犯罪者として送検されている。例えば、80 年に送検された外国人 8404 人中、在日朝







 85 年の第 16 回部落解放夏期講座で、大阪市職が講演を行い、大阪市職の具体的な取り組
みを次のように述べた。大阪市職では、82 年 9 月 10 日の第 37 回年次大会において、「外
登法抜本改正、押捺拒否者を告発させない、自治労へのとりくみ要請」を決議し、外国人登
録事務手当の返上闘争に取り組んでいた西宮市職労、また川崎市職労と連携して、自治労に
対して取り組みを要請した。その結果、11 月、自治労第 77 回中央委員会で、外登法抜本改
正の方針が決定され、83 年 8 月の第 44 回定期大会で、外登法抜本改正と指紋押捺拒否者
支援を決議し、10 月に法務省へ申し入れを行った［徐正禹ら 1985：268］。 
 
７．李相鎬さんを支える会 



















また、事務局長南宮成根は支える会の 2 年間の歩みを次のように言っている。82 年 8 月









ね、6 月 30 日に、同書面連名は果たせなかったものの、4 団体による川崎市請願をするに
至った」121。7 月 17 日には、神奈川県下での指紋押捺拒否者であるキャサリン森川、李相
鎬、辛仁夏を中心に「神奈川集会」を持った。84 年 2 月、支える会および市職労が川崎市
民局長と面談を行い、局長から「告発はしない」という発言を得た［同：2-3］。 













                                                   

































1980 年から 93 年まで、「指紋押捺」をキーワードに、『朝日新聞』の「聞蔵Ⅱ」を用い
て、表 5-2 に示すように検索を行った。最初の記事が、姜博（倉敷市）が「罰金一万円の略
式命令」を不服として正式裁判を請求した［820214A］というものである。検索の結果、85








度が関係していたためである（例えば、［900501A］）。なお、「聞蔵Ⅱ」は 84 年 8 月 1 日以
降にそれまでの紙面の縮刷版（イメージデータ）に加えて、文字データで見られる「朝日新
聞デジタル」が追加された。84 年 8 月 1 日以降の検索には「朝日新聞デジタル」を用いた
ため、「1980 年 1 月 1 日～1984 年 7 月 31 日」と「1984 年 8 月 1 日～1985 年 2 月 22 日」
というように、便宜上 84 年 7 月 31 日までと 8 月 1 日以降とに分けた。 




      表 5-2．「指紋押捺」で検索した結果の記事数 
          期 間           記事数 
    80 年 1 月 1 日～84 年 7 月 31 日      48  
84 年 8 月 1 日～85 年 2 月 22 日      48 
（85 年 1 月 1 日～85 年 2 月 22 日）     （9） 
85 年 2 月 23 日～85 年 12 月 31 日     263 
86 年 1 月 1 日～86 年 12 月 31 日     113 
87 年 1 月 1 日～87 年 12 月 31 日      77 
88 年 1 月 1 日～88 年 12 月 31 日      80 
89 年 1 月 1 日～89 年 12 月 31 日     143 
90 年 1 月 1 日～90 年 12 月 31 日     227 
91 年 1 月 1 日～91 年 12 月 31 日      89 
92 年 1 月 1 日～92 年 12 月 31 日      70 
93 年 1 月 1 日～93 年 12 月 31 日      47 
                  計     1205 件 
 
（２）新聞記事の内容 























る確認のみ。法務省も 74 年から 82 年まで、新規登録を除いて、切り替え者の指紋原紙の
保管を取りやめていたと疑問を呈した［850309K］。奈良市長と町田市長が外国人の指紋押
捺拒否者を「告発せず」と 3 月 13 日の各市議会で明らかにした［850314A］。川崎市は李
相鎬の関係資料を任意捜査に応じる形で県警に提供した。これは市自身への強制捜査を回
避するための“防衛”措置であった。県警では「必要な資料はそろった」とした［850315K］。 
82 年 8 月 7 日、外国人登録証の更新手続きの際、登録証明書への指紋の押捺を拒否した
ため、外国人登録法 14 条違反（押捺拒否）の疑いで、85 年 5 月 8 日に李相鎬が臨港署に
逮捕された。自治体の告発なしでの逮捕は初めてである［850508Ay1］。10 日午前に李は
送検され［850510Ay1］、その夜に釈放された［850511A2］。6 月 10 日、横浜地検が李を
横浜地裁に起訴した［850610Ay］。 
 李相鎬の逮捕を受けて、長洲神奈川県知事は、国に対し、法改正を強く求めた。法務省入










                                                   



























っていた。84 年に法務省は「登録済証明書の交付は機関委任事務とは言えない」(5 月 17 日
の衆院法務委）、「告発は機関委任事務ではなく、国が職務執行命令を出すことはできない」












による告発が１件もなく、8 月末現在の押捺拒否・留保者総数は 6051 人、うち韓国・朝鮮
籍が 99％の 6017 人、中国籍 21 人、米国 5 人、英国 2 人などで、実際の押捺拒否者 1691
人、押捺留保 4360 人であった［850901A］。9 月 28 日の日韓外相会談で韓国外相は民団
に対して日本の法律を守るよう指導していることを明らかにした［850928A］。その結果、
指紋押捺拒否が峠を越し［851001A］、民団は10月11日に「留保終結」を決定した［851012A］。 
 川崎市長が 10 月 15 日の議会で、法務省通達について押捺拒否者を告発せずとの方針は
変わらないが、国との全面対決の姿勢を再検討する可能性を示唆した。これは民団の押捺留














 1985 年 2 月 23 日、川崎市が指紋押捺拒否者を捜査機関に外国人登録法違反で告発しな
いことを決めた後に開かれた 85 年の第 1 回から第 4 回の川崎市議会定例会の内容を会議録
から見ていくことにする。 
「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会 会議録第 1088 号」によれば、85 年 3 月 4 日の
「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会」で、自由民主党川崎市議団を代表して、市川代三郎
議員は次のような質問を行った。新聞報道123された指紋押捺制度について、外国人登録法は
国を守り、国民の人権を守り、外国人の権利や義務を守るという意味で大変大切な制度であ







                                                   
123 新聞報道については本章第 8 節を参照のこと。 
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「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会 会議録第 1089 号」によれば、85 年 3 月 7 日の
「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会」で、市長は、自民党の市川議員、社会党の山田議員、
公明党の松島議員、同志会の松村議員、市民クラブの沼尻議員の質問に対してあわせて、次










「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会 会議録第 1090 号」によれば、85 年 3 月 12 日の
「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会」で、市川議員は次のような再質疑を行った。まず市
民局長に刑事訴訟法 239 条 2 項についての行政裁量権の基準を問い、次に市長に次のよう










































「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会 会議録第 1091 号」によれば、85 年 3 月 13 日の
































 「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会 会議録第 1092 号」によれば、85 年 3 月 26 日の




















 以上のように、「昭和 60 年第 1 回川崎市議会定例会」の会議録を見てきた。川崎市議会
は「83 年１0 月 7 日に、在日外国人の人権を守る立場から外国人登録法の是正について、
国宛ての意見書を全会一致で採択」していた。しかし、市長が「法も規則も人間愛を超える







「昭和 60 年第２回川崎市議会定例会 会議録第 1094 号」によれば、85 年 6 月 17 日の
「昭和 60 年第２回川崎市議会定例会」で、自由民主党川崎市議団を代表して、原修一議員
は次のような質問を行った。「外登法の機関委任事務の本市より国への返上論について市長




















「昭和 60 年第 3 回川崎市議会定例会 会議録第 1104 号」によれば、85 年 10 月 3 日の









同法の改正を強く求めていく。また、秋山市民局長は次のように答えた。85 年 8 月 31 日現
在の国籍別の外国人登録人口は、川崎市全体で 10763 人、うち韓国、朝鮮人が 9037 人、中
国人 566 人、米国人 286 人、その他 874 人である。本年度の切りかえ確認申請者は全市で
約 4600 人が予定され、うち韓国、朝鮮人が約 3900 人と推定される。拒否者数は 9 月 21 日








時携帯義務及び提示義務を廃止または改善することの 2 点である。当面、この 2 点に最大
                                                   




「昭和 60 年第 3 回川崎市議会定例会 会議録第 1108 号」によれば、85 年 10 月 15 日の
「昭和 60 年第 3 回川崎市議会定例会」で、原修一議員は次のような質問を行った。川崎市

















































 以上のように、「昭和 60 年第 3 回川崎市議会定例会」の会議録を見てきたが、本章第 8
節で示した新聞記事と比べて見ると、85 年 10 月 15 日の川崎市議会定例会での「留保運動」
は民団が実施していた「合法的な押捺を留保する戦術」［850531A］であるとみられる。ま




「昭和 60 年第 4 回川崎市議会定例会 会議録第 1111 号」によれば、85 年 12 月 11 日の









率 10 分の 8 が仮に 3 分の 2 になると約 19 億円の減額となるなど、今年度にも増してかな
りの額になると答えた。 
 また、「昭和 60 年第 4 回川崎市議会定例会 会議録第 1112 号」によれば、85 年 12 月 12








「昭和 60 年第 4 回川崎市議会定例会 会議録第 1113 号」によれば、85 年 12 月 18 日の
「昭和 60 年第 4 回川崎市議会定例会」で、日本共産党を代表して、高橋嘉彦議員は、国庫
補助負担金の削減問題について、「地方自治と地方財政を守るため不退転の決意で削減に反
対されますよう、要望して」おくと意見を述べた。 
 以上のように、「昭和 60 年第 4 回川崎市議会定例会」の議事録を見てきたが、指紋押捺
制度についての議論は見られず、議員から来年度の「国庫補助負担金の削減措置」について
の質問や意見が出されていた。これは本章第 8 節で示した新聞記事の根拠になるものであ






原千代子は次のように述べた。1985 年 2 月 23 日に伊藤市長が指紋押捺拒否者を「告発
しない」方針を表明した時に、李相鎬にマスコミからひっきりなしに電話がかかった。84 年







たって写真で示されている。最初は 85 年 5 月 10 日釈放後の記者会見の模様であり、李相
鎬が子供を抱き、隣に川崎支える会の代表で川崎教会の李仁夏牧師が並んで共に笑ってい










                                                   
128資料集に「拒否者の声」の頁があり、5 月 9 日拒否の 6 人、10 日の 2 人（1 人が南宮成根）、11 日、













と宣言しただけでなく、5 月 14 日の法務省通達によらず「窓口業務は従前通り」としたこ
とを評価し、「私共の闘いは地方自治を守る戦後民主主義の根幹にふれる闘いという局面に
転回している」と述べた［同 1985：1-3］。 





















                                                   












李を被告とする横浜地方裁判所第一回公判（85 年 10 月 8 日）の意見陳述書で、李は次の

















員からなる研究チームが、1982 年 9 月から 83 年 8 月まで「国際化に対応した地域社会の
あり方」のテーマのもとに調査研究を行って報告書を神奈川県知事に提出した［神奈川県自
治総合研究センター1984：200-201］。報告書には、次のように書かれている。83 年 6 月末


































 さて、市民運動体から県議会議長に請願（83 年 6 月 30 日）を行い、県知事に要望（84
年 8 月 1 日）を行ったことは第 7 節に記載した。また、上記のように県で調査研究や実態
調査がなされる中で、長洲神奈川県知事と県下自治体が連名で国に要望書を出している。一
つは、神奈川県知事、横浜市長、川崎市長ほか 17 市長、葉山町長ほか 16 町長、清川村長




                                                   
130神奈川県に在住する韓国・朝鮮人及び中国人で、84 年 9 月 1 日現在満 20 歳以上の男女から無作為抽






 もう一つは、85 年 5 月 14 日の法務省通達の後、神奈川県知事、横浜市長、川崎市長ほか
17 市長、葉山町長ほか 16 町長、清川村長の連名で、内閣総理大臣中曽根康弘、外務大臣安
倍晋太郎、法務大臣嶋崎均、自治大臣古屋亨宛てにそれぞれ出された「外国人登録法の早期
改正に関する要望」（85 年 6 月 24 日）である。内容は 4 通とも同じで、「これまで数次に
わたる改正が行われ、今回一部運用についての通達が出された」が、まだ「日本国憲法並び
に国際人権規約等に照らし、改善及び簡素化を要する事項が残されている」とし、84 年 2












82 年の外国人登録法改正を経た 85 年は登録証の大量切替の年であった。そのため、外国
人登録法抜本改正の運動と相まって、指紋押捺拒否・留保者が急増することになった。朝日
新聞の検索の結果、85 年 2 月 23 日から「指紋押捺」関連の新聞記事が急増していた。それ
は、指紋押捺を拒否した川崎に住む李相鎬の時効が迫る中、伊藤川崎市長が 2 月 23 日に指
紋押捺拒否者の「不告発宣言」をしたことと、それに対して、5 月 8 日に李が初めて「告発
なし」で逮捕された事件への国内外の反響が大きかったことが要因である。先行文献にもあ
るように、川崎市長の不告発宣言が全国の自治体に波及して行き、これら自治体と国との間
に対立関係が生じた。85 年 5 月 14 日の法務省通達については、川崎市は当初従わない方
針であった。国や都道府県による基礎自治体への説得もあり、自治体の大勢は遵守の方針に
傾いた。川崎市も 12 月 17 日、二段構えで法務省通達を受け入れる決定をした。これは交
付税や国庫補助などに不利になるとの「政治決断」であったと言われている。 
一方で、85 年の 4 回に渡る川崎市議会定例会の議事録から指紋押捺問題に関する議論を
見てきた。議事録と第 8 章で示した新聞記事とは、対照が可能なところでは整合的であっ
た。83 年に川崎市議会は「在日外国人の人権を守る立場から外国人登録法の是正」につい









力等については拒否者の保護という観点から懸念も持っていた。その後、10 月の第 3 回川
崎市議会定例会において、市長は 5 月 14 日の法務省通達への対応について、「なるべく早
く見直し、検討する予定である」と述べた。12 月の第 4 回川崎市議会定例会では、国との
予算折衝の時期となり、「国庫補助負担金の削減措置」の問題が取り上げられていた。これ

































前提出した。川崎区役所支部では執行委員をしており、代議員は 6 名から 7 名いた。
市職労と民闘連・青丘社との間は、山田を通して指紋押捺問題から連携するようになっ
た。山田は状況によって市職労か民闘連かの肩書を使い分けていた。例えば、定期大会




























                                                   







れば夕刊であり、無ければ朝刊である。例えば、850223My は 1985 年 2 月 23 日の毎日新
聞夕刊を示す。 
 
820214A「『外国人だけなぜ指紋』 拒否に罰金…不服と訴訟 倉敷の姜さん」 
830728A「在日韓国女高生の再入国 押捺拒否で不許可 夏休み旅行に横浜入管」 
850223Ay「川崎市、指紋押捺拒否者『告発せず』 外国人の人権重視」 
850223My「指紋押なつ拒否 川崎市『告発せず』――自治体で初の方針――」 
850223S「指紋押なつ拒否者を告発せず 川崎市が初の宣言 警察には資料提供」 






850309K「揺れる指紋押なつ なぜ、必要なのか 川崎など自治体にも疑問の声」 
850309Y「『指紋押捺』苦悩の自治体 在日外国人の窓口 現行法と板ばさみ」 
850314A「外国人の指紋押捺拒否、町田市も『告発せず』」 











850514Ay「指紋押捺拒否者に制裁 法務省通達 登録証明出さず、説得期間３カ月後告発」 
850515M 川崎版「指紋押なつ法務省改正 市『告発せず』は堅持」 

























851016T「指紋押なつ問題 通達見直したい 市長全面対決の姿勢崩す」 
851218A「川崎市、指紋押捺問題で国に“譲歩” 法務省通達を併用」 
851219A かわさき「なぜ、この時期に軌道修正 市の『指紋押捺』通達見直し」 
890321A「１審破棄し免訴の判決 押捺拒否で東京高裁」 

























の青丘社については、金侖貞が示した「1980 年代の実践メカニズム」について、もう 1 度
ここで振り返ってみたい。これらは、終章の議論にとっても重要であるが、本章で扱う 88
年から 90 年代の「神奈川民闘連の結成および川崎市職員採用における国籍条項撤廃運動」
を理解するためにも必要であるので、本章の第 2 節で取り上げる。 
 ここで、公人社から出版された『わたしたちと朝鮮――高校生のための日朝関係史入門』
(1986)および『この差別の壁をこえて――わたしたちと朝鮮 第 2 集』改訂新版(1994)132と
その編著者である神奈川県高等学校教職員組合「民族差別と人権」問題小委員会について、
若干触れる。この 2 つの本の執筆者の中に、第 1 章第 3 節で名前が出て来た三浦泰一がい












   日本における朝鮮・韓国問題は、たんに少数民族問題でもなければ、人権問題でもな
い。わたしたち日本人が、朝鮮・韓国をどう見るかは、まさに日本人が、日本の近代史
をどう総括するかという問題である。そういう想いがこの名前にはこめられている。 
                                                   








裁判」の 3 つが載っている。 
 一方の神奈川県高等学校教職員組合(1994)は「生活編・戦後史編」との位置づけであり、
「行政・法の壁」、「社会の壁」、「壁に挑む」などのテーマにまとめられている。「壁に挑む」
では、小松川事件、金嬉老事件、「日立裁判」などの他、82 年 8 月に 14 歳で、港北区役所











  1989.8.29 川崎信用農協を会社見学した神奈川県立大師高校の在日韓国・朝鮮人生徒
が事前選考の面接で本籍を質問され、戸籍謄本提出の可否を尋ねられる。そ
の後、川崎信用農協の担当者が大師高校を訪れ、応募拒否の態度を示す。 
    8.31 大師高校と川崎信用農協との間で話し合いを持つ。川崎信用農協、応募拒否
の態度を崩さないばかりか、さまざまな差別発言を繰り返す。大師高校、4
項目にわたる質問書を提出する。 
    9. 1 川崎信用農協、文書回答を大師高校へ提出。当該生徒の受験機会は認められ
るが、民族差別を行なったことについての認識なし。 
    9. 2 神高教の民族小委に今回の就職差別が報告される。 
    9. 5 大師高校、当該生徒が川崎信用農協を受験しないことを伝える。 
    10. 5 大師高校、9 項目の質問・要望事項からなる再質問書を川崎信用農協に提出
する。 
    10.13 再回答を促す大師高校からの問い合わせに、川崎信用農協は再回答の意志
がないことを明言する。 
    10.16 今回の就職差別を川崎職安に正式報告する。…… 
    10.30 大師高校、川崎信用農協事件を県教委に報告する。 
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    11. 2 川崎信用農協、職安の指導を受けたその足で大師高校を訪問。形式的謝罪を
行なう。大師高校、再質問書の回答を要求する。…… 
    11. 7 川崎信用農協、大師高校へ再回答書を提出する。…… 
    11. 9 「川崎信用農協の民族差別を糾す共闘会議」が結成される。…… 
    11.19 民闘連川崎集会で、川崎信用農協の民族差別を糾弾する特別アピールがなさ
れる。 
    11.20 県、大衆参加による事実確認会への参加に応じる。東京新聞の夕刊に今回の
事件記事が載る。…… 
    11.21 朝日、毎日、神奈川の各紙に事件記事が載る。川崎信用農協、当該生徒への
謝罪のことで大師高校を訪問。共闘会議、川崎信用農協に対し事実確認会への
出席要請の申し入れを行なう。…… 
    12.13 第 1 回事実確認会。…… 
  1990.1.17 第 2 回事実確認会。…… 
     2.20 第 3 回事実確認会。…… 
     4.26 第 4 回事実確認会。今後の取り組み事項として本人・学校・在日 70 万への
謝罪をはじめとする 4 点が確認される。 
    5. 1 川崎信用農協、大師高校に対し謝罪を行なう。 
    5. 3 川崎信用農協、当該生徒宅を訪れ謝罪を行なう。 




ており、ほとんど本論文の第 7 章を構成している。この論考に、86 年に民闘連から川崎市
に「職員採用における国籍条項撤廃の申し入れ」が川崎市職労を通じて行われたこと、そし





 86 年の民闘連と 88 年に要望書を提出した民闘連はどちらも実態は同様であるが、前者
が関東民闘連であり、後者は 88 年 3 月 13 日に結成された民族差別と闘う神奈川連絡協議
会（以下「神奈川民闘連」という）である。指紋押捺を拒否して、85 年 5 月 8 日に逮捕さ
れ、起訴された青丘社主事李相鎬については第 5 章で述べたが、その李の判決公判が 88 年
3 月 4 日にあり、横浜地裁は罰金１万円の判決を李に下した［880304Ay］133。その李が横















 本章の第 3 節以下では、まず、神奈川民闘連が発行したニュース類などに基づき、88 年
3 月に運動体としての機能がなくなった関東民闘連に代わって神奈川民闘連が結成された
経緯を示す。次に、神奈川民闘連が重点課題として設定した定住外国人職員採用の国籍条項











 本章の構成は、第 2 節で、86 年 3 月の「川崎市外国人教育基本方針――主として在日韓
国・朝鮮人教育」の制定と、88 年 6 月の「川崎市ふれあい館・桜本こども文化センター」






6 節で、96 年 4 月に、髙橋清市長が川崎市職員採用において任用制限付きの国籍条項の撤
                                                   
が有れば夕刊であり、無ければ朝刊である。例えば、970904Ay は 1997 年 9 月 4 日の朝日新聞夕刊を示
す。ここでは、朝日新聞の神奈川版が多く見られるので、例えば、1988 年 08 月 23 日の朝日新聞の神奈
川版は 880823A 神とする。 
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廃を表明し、5 月の川崎市人事委員会でそれが決定した後に開催された 6 月の「平成 8 年第
2 回川崎市議会定例会」の議事録から、「川崎方式」とされるこの任用制限付き国籍条項撤
廃について見て行く。第 7 節で、民闘連運動の根幹に係わる課題を提起した全国民闘連の
解散と神奈川民闘連の再出発について触れる。最後の第 8 節で、本章をまとめる。 
 
２．80 年代における青丘社と川崎市との交渉 







 星野修美(2005)は次のように述べている。教育現場では、1970 年代後半から 80 年代にか
けて、日本人の帰国子女問題が小中学校で生じた。それは「学校生活への不適応現象」であ
り、違いを認めることが必要であるという結論になった。こうした状況下で、難民条約が発



























 82 年 9 月に青丘社は川崎市長あてに「青少年会館」設立を要望する統一要望書を提出し
た。83 年 2 月に民生局青少年課と青丘社はこのためのプロジェクトチームを編成した［同：
140］。そして、85 年 8 月に、次のような「（仮称）桜本ふれあい社会館にかかわる討議経過
のまとめ」（試案）を作成した［同：143-145］。 
  （事業主体） 
 一、会館建物は川崎市が建設し、会館事業は社会福祉法人青丘社による地域活動の実績を
評価して青丘社に委託し、民間活力の導入を図る。 














 桜本地区の町内会へ市が説明を開始したのは、86 年 4 月に、建設予定地の町内会および
隣接（桜本中学校区）町内会の役員に対して教育委員会と民生局の担当課長が訪問したとき
からである。地元町内会の役員だけでなく、子ども会や母親クラブの関係者を含めた市との
















年 11 月、公開質問状が川崎市長に提出された。また、12 月 14 日に、ビラ 4000 枚を市役
























 6 月 29 日、桜本一丁目町内会はじめ桜本中学校区 5 町内会の役員 40 人と、川崎市民生
局および教育委員会の担当課長および職員との交渉が、新聞記者が傍聴する中であり、ふれ










 青丘社が発行した『共に生きる――青丘社創立 20 周年記念、桜本保育園 25 周年』（1994）
には、次のように書かれている。 































について、89 年 5 月の「1989 年度青丘社全体会」（テーマ：青丘社運動の原点にたちかえ
                                                   































    民族差別の闘いは国籍条項の問題だけではありません。みんなの総意の中で作ら
れた神奈川民闘連です。みんなで参加しよう 
    ①神奈川民闘連に参加しよう 









































 川崎市は、また 80 年代には、第 5 章で示したように、青丘社主事李相鎬が指紋押捺を拒













1988 年 2 月 1 日付の「民族差別と闘う神奈川連絡協議会（準） 第一回幹事会開催のお
知らせ」によれば、第一回幹事会が 2 月 5 日午後 7 時から日本キリスト教団中村橋伝道所
で開かれた。神奈川民闘連（準）の代表は裵重度、三浦泰一（予定）で、事務局連絡先は「川






号の進行状況を確認していた。会則の件では、案として、目的に記載する 3 原則のうち 3 番
目が「KJ と J が双方の人間解放にむけて共闘する」137となっており、もともとの民闘連 3
原則と一部表現が異なっていた。その他、「神奈川民闘連結成主旨（骨子）案」や「代表の
件」などの項目が挙がっていた。 
 表 6-1 は、「かながわみんとうれんニュース」に載っていた神奈川民闘連関連の「活動日





1987 年 10 月 6 日 神奈川民闘連準備会結成 
    11 月 26 日 第 1 回公務員の国籍条項問題を考えるセミナー 
    12 月 26 日 神奈川民闘連結成集会準備会 
1988 年 1 月 19 日 第 2 回公務員の国籍条項問題を考えるセミナー 
    2 月 5 日 第 1 回幹事会 
                                                   
137 後で述べる神奈川民闘連の 3 原則の一つに「在日韓国・朝鮮人と日本人が双方の人間解放にむけて共
闘する」とあるので、KJ は在日韓国・朝鮮人、J は日本人と考えられる。 
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    3 月 7 日 第 2 回幹事会 
    3 月 13 日 神奈川民闘連結成集会、ニュース第 1 号発行 
    4 月 8 日 第 3 回幹事会 
    4 月 19 日 国籍条項問題対策部設置 
    5 月 10 日 神奈川県渉外部及び教育委員会と交渉 
    5 月 13 日 第 4 回幹事会（幹事会は以下省略） 
    5 月 14 日～15 日 民闘連全国代表者会議 
    5 月 17 日 川崎市人事委員会及び人事課と国籍条項問題について説明会 
    5 月 27 日 神奈川県人事課と国籍条項問題について説明会 
    5 月 27 日～28 日 民族差別撤廃・外登法改正をめざす神奈川県連絡会議第 2 回総
会参加 
［ここまで、かな 2 号1381988：11］ 
    7 月 16 日 第 3 回公務員の国籍条項問題を考えるセミナー（決起集会） 
    7 月 18 日 川崎市へ職員国籍条項撤廃を申し入れ 
    9 月 6 日 県教委交渉 
    9 月 7 日 川崎市人事課事務折衝 
    9 月 19 日 県労働部交渉 
    9 月 25 日 民族差別と闘う関東交流集会 
    10 月 4 日 相模原市交渉（国籍条項問題） 
    10 月 5 日 川崎市人事課事務折衝 
    10 月 13 日 県教委交渉 
    10 月 28 日 県教委交渉 
    11 月 7 日 県労働部交渉 
    11 月 11 日 第 1 回川崎市交渉（国籍条項） 
    11 月 12 日～13 日 民闘連全国交流集会（大阪） 
    11 月 21 日 川崎市人事課事務折衝 
    12 月 9 日 世界人権宣言 40 周年記念神奈川集会 
    12 月 23 日 川崎市人事課事務折衝 
1989 年 1 月 24 日 川崎市人事課事務折衝 
    2 月 13 日 第 2 回川崎市交渉 
    2 月 28 日 川崎市人事課事務折衝 
［ここまで、かな 7 号 1989：6］ 
    4 月 28 日 第 3 回川崎市交渉［かな 7 号 1989：11］ 
    6 月 8 日 第 4 回川崎市交渉［かな 8 号 1989：6］ 
    7 月 31 日 第 5 回川崎市交渉［かな 9 号 1989：6］ 
                                                   
138 「かながわみんとうれんニュース」第 2 号を示す。 
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    9 月 13 日 第 6 回川崎市交渉［かな 9 号 1989：6］ 
 
88 年 3 月 7 日の「第 87 回民闘連全国代表者会議招請状」には、全国代表者会議が 88 年
3 月 12 日の午後 7 時から 13 日正午まで川崎の青丘社で開かれた後、別紙の通り、神奈川











   民闘連とは、ブラジルの教育学者、フレイレの言葉を借りていうと、人間を非人間化
に追い込む抑圧と差別の構造と闘い、人間になる（ヒューマナイゼイション）ために連
帯する運動をいう。 




































































 以上のように、「公務員採用の国籍条項撤廃を求める運動」は第 5 章で取り上げた外国人
登録法の指紋押捺制度撤廃運動に連なる重要な課題であることをこの創刊号で訴えた。 
「かながわみんとうれんニュース」第 2 号(1988)には次のように記載されている。神奈川




















なお、5 月 10 日には、これらの要望書を提出するとともに、神奈川民闘連は「民族差別
撤廃・外登法改正をめざす神奈川県連絡会議」と共同で、県の渉外部および県教委と話し合







 「かながわみんとうれんニュース」第 3 号(1988)には次のように記載されている。 
神奈川民闘連は、1988 年 7 月 18 日、「川崎市に対し市職員採用における『国籍条項』撤
廃を求める『要望書』を提出し」て、当日、川崎市と交渉を行った。交渉参加者は、民闘連


















  （ここの記載省略） 
C. 川崎市職員の採用に当たっての国籍条項に関して 
  （ここの記載省略） 
D．在日外国人、とりわけ在日韓国・朝鮮人に対する就職差別に関して 
    （ここの記載省略） 
E．市職員の全職種の具体的職務内容を明らかにして下さい。 
F．以上の点をふまえて 
   1.川崎市職員の採用に当たって、すべての国籍条項を撤廃して下さい。 
2.在日外国人の就労問題に関する担当部署を設置して下さい。 
3.「在日外国人就職推進協議会」を設置して下さい。 






 「かながわみんとうれんニュース」第 4 号(1988)には次のような青年部学習会「国籍条項




籍条項」の全面撤廃を訴えた［かな 4 号 1988：4］。 
 「かながわみんとうれんニュース」第 5 号(1989)には、88 年 11 月 11 日に川崎市ふれあ
い館で行われた第 1 回対川崎市交渉の報告が載っている。交渉への出席者は川崎市側が「要
望書の宛名にある各部署の人事関係者 14 名」であり、神奈川民闘連側は高校生 4 名を含め






ていく行政内の取り組み窓口」設置については、事務折衝で交渉中であった［かな 5 号 1989：
2-3］。 






ジェクトチームで、これを担当する主幹は置かないという」ことだった［かな 6 号 1989：
6］。 






見せ、神奈川民闘連もそのような状況の中で結成されていった」［かな 7 号 1989：2］。 







［かな 7 号 1989：11-12］。 
「かながわみんとうれんニュース」第 8 号(1989)では次のように述べている。神奈川民闘








連帯のかなめを占めるような、本当に心優しい歴史の教師であった」［かな 8 号 1989：1-
3］。 
一方、第 4 回川崎市交渉が 6 月 8 日にあり、市はプロジェクトチームのメンバーを中心
に 16 名が、神奈川民闘連は 40 名以上が参加した。市側が口頭で示したプロジェクトチー
ムの名称は「外国人市民施策検討委員会」であり、委員会の設置は「民族差別がある」こと
を認識してということだった。これに対して、目的から言って「名称が『検討・推進委員会』
にならないのは変だ」との疑問が出された［かな 8 号 1989：6-7］。 
 「かながわみんとうれんニュース」第 9 号(1989)では次のように言っている。7 月 31 日
に第 5 回、9 月 13 日に第 6 回の川崎市交渉があった。市はそれぞれ 10 人と 16 人が、民闘






連とも交渉をするという二面性をもつ」ことになった［かな 9 号 1989：6-7］。 
 92 年 3 月 14 日に発行された「かながわみんとうれんニュース〈公務員の国籍条項問題
特集〉」では、発行が神奈川民闘連代表三浦泰一、裵重度となっており、代表の一人李相鎬















   すでに高橋市長自身、昨年 7 月の市議会で国籍条項条項問題について「現在の国の
説明は十分とは言いがたい」との見解を示されています。また、1990 年 2 月に「川崎










 95 年 9 月 5 日に、神奈川民闘連から新たに発行された「神奈川民闘連事務局通信」(1995)
では次のように述べている。労働対策部では「川崎市に対しては、9 月下旬の総合要望書提
出の中で国籍条項撤廃を求めて行く予定である」。同胞部会では、6 月 24 日に参政権問題の
学習会、7 月 24 日に川崎の地域を中心にした「定住外国人の参政権を求める会」結成集会
があった［神奈川民闘連事務局通信 1995］。 
 「神奈川民闘連事務局通信 No.2」(1996)は次のように述べている。95 年 9 月 26 日に提
出した「市政全体」「教育」「福祉・生活」「就労」の 4 分野 31 項目の「在日韓国・朝鮮人市







                                                   







民闘連事務局通信 No.2(1996)］。「改革プロジェクト」については、第 7 節で具体的に取り
上げる。 




［神奈川民闘連事務局だより No.3 (1996)］。 
「神奈川民闘連事務局だより 4」（1996）では次のように述べられている。96 年 4 月 30



















 以上のように、神奈川民闘連が 88 年 7 月 18 日に、川崎市に「国籍条項」の撤廃を求め
てから、川崎市職員採用において国籍条項が撤廃されるまで、約 8 年間を要した。その最大
の障害は「当然の法理」という国の見解であった。これに対して、川崎市は「川崎方式」140






























































オープンしたのが 88 年 6 月 14 日である［川崎地方自治研究センター1990：54］。それは、








『AERA（アエラ）』）を用いて、2018 年 2 月 7 日に「国籍条項&川崎」をキーワードに検
索を行った。その結果、総数 303 件の記事が見つかり、最も古い記事が 1988 年 08 月 23 日
朝刊［880823A 神］であった。ここでは、本章に関係がある記事（1997 年まで）を抽出し
て以下のようにまとめた。 











市は 5 月 20 日、外国人採用の門戸拡大を断念した。川崎市では国籍条項撤廃を求めて「市
職員組合が毎年、組合決議をし、在日韓国・朝鮮人ら外国人市民の団体からも要望書が出て
いた」［910524A］。 












































5 月 19 日の会見で、「最終的には職員採用試験の国籍条項は全廃になるだろう」と発言し




事委員会は 10 月 28 日、「来年度以降の職員採用試験で、大卒を対象とする『舞台芸術』
と、高卒対象の『情報処理』の２つの専門事務職を新設、国籍を問わずに職員を採用するこ
とを明らかにした」［921029A 神］。しかし、「舞台芸術」の受験者に外国籍はいなかった
［930123A 神］。                      
 「首都圏の自治体で、外国人に事務職の門戸を開く動きが出ている」［930413Ay］。自






アジアや中南米などからの外国人も対象にした」。市は 92 年 2 月「各局の課長級を中心に
「外国人市民施策連絡調整会議」を組織。外国人市民に対する施策のガイドラインづくりの








剤」で外国籍の人の受験も認めた。一次試験は 95 年 6 月 25 日である［950519A 神］。「横
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浜市と川崎市は 6 月 14 日、今年度の高卒程度職員採用試験で『国際』や『経営』など、専
門職の一部に限って受験者の国籍を問わない、と発表した」［950615A 神］。 
 「在日韓国・朝鮮人市民の人権施策」について、神奈川民闘連は川崎市と総合的な交渉を
初めて行い、「12 月 15 日夜、教育、福祉、就労など市政全般にわたって川崎市の姿勢を問
いただした」［951216A 神］。 
 「橋本大二郎・高知県知事は、1996 年度県職員採用試験（97 年 4 月採用）の受験資格か
ら、警察官以外は『国籍条項』を撤廃することを決めた」。橋本知事は 96 年 2 月 2 日、「地
方が独自に決定できる問題」と述べた。「一般事務職員の国籍条項撤廃は都道府県、政令指
定市では初めて」［960203A］。 
 「国籍条項」の全面的な撤廃を求め、神奈川民闘連と川崎市職員労働組合が 3 月 12 日夕、
同市川崎区の市役所前で集いを開いた。市職労は 3 月 11 日、高橋市長と市人事委員会に国
籍条項を撤廃するよう申入書を提出した［960313A 神］。3 月 25 日に開かれた集会で、市
職員の「国籍条項の早期撤廃を申し入れること」などを決議した決議文を神奈川民闘連の金





市に決議文を手渡した［960427A 神 2］。 
 川崎市は 4 月 30 日、職員採用試験で「国籍条項」を「消防職を除くすべての職種で撤廃
する方針を打ち出した。採用後の昇任では制限を設ける。同日の記者会見で高橋清市長が明






倉田寛之自治相は 5 月 2 日、「一般事務職で国籍条項を撤廃することは、適当でない」と述
べた［960502Ay］。 
















［960514A 神 1］。 
 川崎市人事委員会は 5 月 13 日、政令指定市で初めて職員採用の国籍条項を撤廃すること








川崎市は 5 月 17 日、今年の市職員採用試験大卒対象の受験案内・申込書等を配り始めた
［960518A 神］。 
 川崎市の国籍条項の撤廃を受け、「日立就職差別裁判」（1974 年勝訴）の原告だった朴




［960525A 神］。さらに、朴鐘碩は 6 月 10 日、「高橋清市長に対して、国籍条項の完全撤
廃を国に働きかけていくことなどを求める要望書を提出した」。これは 5 月末の公開質問
状に対して、高橋市長が 6 月 7 日付で「より多くの市民の皆様にご理解いただけるような
現実的な対応を模索し尽くした結果」と回答したことを踏まえた［960611A 神］。 
 川崎市人事委員会は 9 月 12 日、大卒職員採用試験の最終合格者 174 人を発表した。外国
人は、「中国・台湾」が 1 人、「韓国・朝鮮」が 5 人受験して、韓国人 1 人が一次試験に合
格したが、最終合格者は出なかった［960913A 神］。 




 川崎市人事委員会は 10 月 17 日、今年度の高卒市職員採用試験の一次合格者 127 人を発
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表した。「韓国人と中国人の計 3 人が受験したが、合格者はいなかった」［961018A 神］。 







































 1996 年 4 月 30 日に、髙橋清市長が川崎市職員採用において任用制限付きで国籍条項の
撤廃を表明し、5 月 13 日の川崎市人事委員会でそれが決定した後に開催された 6 月の「平
成 8 年第 2 回川崎市議会定例会」の議事録から、「川崎方式」とされるこの任用制限付き国
籍条項撤廃について見て行く。 
「平成 8 年第 2 回川崎市議会定例会 会議録第 1408 号」によれば、96 年 6 月 13 日の
「平成 8 年第 2 回川崎市議会定例会」で、川崎市の職員採用における国籍条項の撤廃につ
いて次のような質問があった。 
















































































「平成 8 年第 2 回川崎市議会定例会 会議録第 1409 号」によれば、96 年 6 月 14 日の


































に基づき、川崎市の 3509 の職務を照合し分析した結果、公権力の行使に該当する 182 の職
務を抽出した。管理職を除き、この 182 の職務に従事する職員が約 1200 人おり、職員全体












 市民同志会議員団を代表して、増渕榮一議員が次のように質問した。4 月 30 日、市長は、
川崎市は職員採用に当たり、消防職を除く全職種の国籍条項を撤廃したい旨、表明した。そ





























第 1 回組織改革委員会（1991.06.30）が川崎で行われ、第 4 回組織改革委員会（1992.07.07）
は神戸で行われた。この後に、組織改革委員会のメンバーだった梁泰昊が「やり方がおかし
い」といって辞任した。第 5 回組織改革委員会（1992.10.06）が大阪で行われ、「研究集会







なった第 21 回大会（1995.10.15 大阪）において、李敬宰および金宗澯が辞任した。その後、
東京での研究集会はあったが、民闘連の交流集会は開催されなかった。兵庫では「在日コリ
アン人権協会・兵庫」という組織を作り、独立して出発した［仲原 2015：243-244］。 





人の共生社会を実現させていくのかという観点で議論を進めています」といい、96 年 6 月
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20 日に拡大幹事会を開くので参加されたいとある［神奈川民闘連事務局だより 4(1996)］。 
 そして、神奈川民闘連は、9 月 1 日に、新たに「神奈川民闘連ニュース」の第 1 号を発行
し、そこに第 9 回神奈川民闘連総会報告を載せた。この総会で、神奈川民闘連は次のように
再出発することになった。 
6 月 30 日、神奈川民闘連の第 9 回総会が神奈川県民センターで開催され、約 70 名の会
































































                                                   
142「川崎市ふれあい館」の建設・運営案である「（仮称）桜本ふれあい社会館にかかわる討議経過のまと
















88 年 5 月に始まったが、さらに、7 月には、政令指定都市である川崎市に「要望書」を提























圧倒的な支持」と「市議会の納得」があったと述べた。なお、これらは 96 年 6 月の「平成















てきた。その結果、「在日コリアン人権協会」へは移行しないことを決め、96 年 6 月の神奈
川民闘連の第 9 回総会で、神奈川民闘連は独立した組織として再出発することになった。 
これについて、ここで若干説明を加える。序章で示したように、水野・文京(2015)は民闘
連が「ネットワーク型の緩やかな連合組織」であると述べた。また、第 3 章第 3 節で示した






また、本章第 3 節で示したように、88 年の神奈川民闘連結成時の 3 原則も①と②は 78 年


























1997 年 9 月 4 日の朝日新聞夕刊を示す。ここでは、朝日新聞の神奈川版が多く見られるの
で、例えば、1988 年 08 月 23 日の朝日新聞の神奈川版は 880823A 神とする。 
 
880304Ay「指紋押捺拒否の李被告に罰金 1 万円 告発なし初のケース」 
880823A 神「川崎市職員の採用、国籍条項の撤廃を 全朝教が要望書提出」 
881206A 神「市職員の国籍条項、撤廃目指して市民集会 7 日、横浜で開催」 
910524A「『国籍条項全廃を』 川崎市の外国人職員採用、きょう報告書」 
910525A「国籍条項撤廃へ市研究委が報告書提出 川崎市」 
910525A 神「門戸開放に高まる期待 市職員採用『国籍条項』撤廃の報告書 川崎」 
910704A 神「国籍条項『現時点の撤廃困難』川崎市、施策委の提言は重視」 
910716A 神「高橋市長、撤廃に積極姿勢 市職員採用の『国籍条項』 川崎」 
920221A 神「市職員採用の『国籍条項』撤廃求め要望書 『連絡協』が川崎市に提出」 
920316A 神「国籍条項撤廃を市職労が要望 きょう市長に申し入れ 川崎」 
920414 週刊アエラ「在日韓国人が合格し逗子市職員に（先週今週・就職）」 
920508A「国籍要件を撤廃へ 川崎市の一般職の一部」 
920517A 神「川崎市、職員採用の国籍条項を一部撤廃 92 年度試験から」 
920520A 神「職員採用の国籍条項、高橋市長が全廃の方針 川崎市」 
920527A 神「『他市に追随』 国籍条項で 3 団体、再検討を要望 川崎」 
921029A 神「国籍問わない職種を拡大 『舞台芸術』『情報処理』職員採用で川崎市」 
930123A 神「外国籍者、舞台芸術は受験もなし 川崎の専門職新設に限界？／神奈川」 
930413Ay「公務員採用、外国人へ門戸広がる 首都圏自治体で国籍条項の撤廃進む」 
930425A「地方公務員採用で『国籍条項』3 割が撤廃 約千自治体自治労調査」 
930702A 神「市職員 2％を外国人に 川崎市がガイドライン作成へ ／神奈川」 
940426A 神「在日韓国・朝鮮人の就職差別を無くそう 川崎市が啓発パンフ／神奈川」 
950519A 神「『国籍不問』一歩前へ 川崎市の今年度大卒職員採用試験／神奈川」 
950615A 神「高卒の市職員採用、外国人にも道 一部を開放 川崎・横浜 ／神奈川」 
951216A 神「在日韓国・朝鮮人の人権で要望 市に民闘連 ／神奈川」 
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960203A「高知県の採用試験、国籍条項撤廃へ 警察官除く 都道府県で初」 
960313A 神「国籍条項の撤廃を求め集会 市職労と民闘連 川崎 ／神奈川」 
960327A 神「川崎市職員採用の国籍条項の撤廃求め決議文提出 市民団体 ／神奈川」 
960427A 神 1「市民団体と交渉、協議内容明かさず 国籍条項撤廃で川崎市 ／神奈川」 
960427A 神 2「県と市などに国籍条項撤廃申し入れ 神奈川人権センター ／神奈川」 
960501A「川崎市、国籍条項を撤廃 管理職登用は制限 今年度から市長が方針」 
960501A 神「消防を除く全職種で実施 川崎市が職員国籍条項撤廃の方針 ／神奈川」 
960502Ay「川崎市職員採用試験の国籍条項撤廃、『適当でない』 倉田寛之自治相」 
960502A 神「逆風の中で（決断の舞台裏 国籍条項の撤廃：上） ／神奈川」 
960504A 神「議会対策（決断の舞台裏 国籍条項の撤廃：下） ／神奈川」 
960511A 神「『議員の反発』少なく 『国籍条項』で川崎市が議会委報告 ／神奈川」 
960514A 神 1「門戸開放を最優先 国籍条項、川崎市が撤廃 ／神奈川」 
960514A 神 2「注目される県や横浜の対応 川崎市の国籍条項撤廃 ／神奈川」 
960514A 神 3「川崎市人事委の結論 国籍条項撤廃＜要旨＞ ／神奈川」 
960515A 静岡「国籍条項、8 市人事協で論議へ 『川崎方式』に高い関心 ／静岡」 
960518A 神「募集要項の配布を開始 国籍条項撤廃で川崎市 ／神奈川」 
960525A 神「川崎方式は差別正当化 国籍条項撤廃で在日韓国人が抗議文 ／神奈川」 
960611A 神「『完全撤廃を国に求めて』 国籍条項で会社員が市長に要望書／神奈川」 
960913A 神「国籍条項撤廃後初の大卒職員試験、外国人採用はゼロ 川崎市／神奈川」 
961002A「外国人の市政参加へ『会議』 川崎市で条例可決 メンバーは外国人」 
961018A 神「外国人採用、今年度はゼロ 国籍条項撤廃での川崎市職員試験／神奈川」 
961122Ay「自治相、地方公務員の国籍条項を条件付きで緩和 『川崎方式』を追認」 
970125A「自治体、そろりスタート 地方公務員の国籍条項条件付き撤廃」 





















［峰岸 2004：98］。川崎は「高度経済成長期を経た 1960 年代後半からは公害問題が深刻化
し、住民の間に従来の産業優先の市政から生活を優先する市政への転換を望む声が高まっ
た」。71 年に伊藤三郎市長143が誕生し、革新市政として公害の問題や外国人の人権保障に積
極的に取り組んだ。89 年 11 月に高橋清市長が誕生し、伊藤市政の「基本姿勢」を受け継ぎ、
「共生のまちづくり」を目指して「全国の自治体をリードするような外国人施策が展開され
た」［加藤恵美 2000：17］。 そして、96 年 3 月に「川崎市外国人市民代表者会議」（以下
「代表者会議」という。）が「川崎市外国人市民代表者会議調査研究委員会」（以下「調査研
究委員会」という。）によって答申され［調査研究委員会 1996］、「設置条例案は、全会一致

























 青丘社は「川崎在日韓国・朝鮮人教育をすすめる会」を 82 年 6 月に結成し、教育委員会
との話し合いで、86 年 3 月に「川崎市在日外国人教育基本方針――主として在日韓国・朝
鮮人教育」を制定した。また、88 年 6 月に川崎市「ふれあい館」が開館し、青丘社が管理
運営を行っている［同：42-43］。そして、民闘連は 88 年 7 月に「外国人市民の権利保障に
関する要望書」（以下「要望書」という。）を川崎市に提出した［同：44］。 
（１）先行研究と課題 











































とめ、解決に向けた努力をすることとした」［峰岸 2004：111］。89 年 12 月に、川崎市は 24
項目の検討課題を民闘連に提示し、90 年 2 月に公表した。高橋市長には「この施策に関す
る積極的な意向があった」という。代表者会議の事務局担当になった職員は「このときはま
だ代表者会議のようなことはあまり知られていなかったので、要求する側も出していなか









                                                   











147［2 班報告書 2007：9］の注 6 にある引用文献からその職員は峰岸是雄だと分かる。 





学識経験者や研究者が議論し、93 年 3 月に「川崎市国際政策のガイドラインづくりのため
の提言」（53 項目の提言）が出された。ここでも代表者会議は直接的な記述がなく、「外国
人市民の地方参政権取得を国へ働きかけること」という提言になっていた［2 班報告書
























は 88 年 9 月に 23 名で発足［山田 1990：61］し、在日韓国・朝鮮人と同様にニューカマー
に対しても、「人権保障が充分になされていないのが現状」であるとして、「各種審議会に外
国人市民を参加させる」、「市内在住外国人の実態調査」を行う、「職員採用の際の国籍要件
の撤廃」、など 16 項目の「早急に市区町村独自でもできる政策」を提案した［同：74-75］。 
川崎市議会では 89 年以前と違って、90 年代に「外国人市民に関連する質問は 11 回と急
速に増加」した背景には「日立就職差別裁判の支援者が 91 年の選挙で議員になり、外国人
                                                   























と規定した。事務局長の裵重度は「あとがき」で、88 年の民闘連の「第 14 回全国交流集会
（大阪）において『補償・人権法』として提示するにいたった」［同：188］といい、最後に、
法案の作成を共に行い、また、その指導に対して、田中宏に感謝の意を述べた［同：190］。 
以上から、88 年 7 月に民闘連が川崎市に要望書を提出した時期と補償・人権法を提示し
た時期が重なる。 
 
４．第 7 回「地方新時代」市町村シンポジウム 
94 年 2 月に「第 7 回『地方新時代』市町村シンポジウム154」（以下「シンポジウム」とい
                                                   
151例えば、「平成 4 年第 3 回川崎市議会定例会 会議録第 1305 号」によれば、1992 年 9 月 17 日の「平
成 4 年第 3 回川崎市議会定例会」において、飯塚正良が日本社会党市議団を代表して、国籍条項撤廃につ
いて「自治省とのやりとり、そして本市における既設の職の拡大、新設の職の設置について」の考え方と
「新設の職についての採用枠について」質問した。これに対して、井上博人事委員会事務局長が次のよう




152［加藤恵美 2000：29］の注 65 も参照。 
153 「日立闘争を経験した職員が労働組合の役員から市議会議員に当選し（飯塚正良民主・市民連合所
属）、議会で積極的に質問を繰り返していることも貴重な戦力となっている」［山田 2007：80］。 






































k.net/itoutuitou20140216.htm＞。（on line）(2016 年 9 月 3 日アクセス) 伊藤長和は 93 年 4 月に市民局


















          表 7-1．調査研究委員会委員名簿（抜粋） 
調査研究委員              事 務 局 
篠原一 東京大学名誉教授（委員長）     石原由美子 市民局国際室長・参事 
仲井斌 成蹊大学教授（副委員長）      伊藤長和 市民局国際室主幹 
宮島喬 お茶の水女子大学教授（95.3.31 まで） 山田貴夫* 市民局勤労市民室主任 
立教大学教授（95.4.1 変更）          （95.3.31 まで） 
田中宏 一橋大学教授            藤原亮子 市民局国際室職員 
裵重度 ふれあい館館長           曺尚子 市民局国際室職員（95.4.1 より） 





ったことである。大阪府では、92 年 10 月に「在日外国人問題有識者会議」を設置、大阪市

















 「答申は、4 月 2 日に調査研究委員会が市長室を訪れ当時の高橋市長に直接報告され」、
篠原委員長は「実現可能なように、現行法の枠内で答申を行った」などと言ったのを受けて、
市長は「途方もない空想からの第一歩を踏み出すものだ」と述べ、「実現すれば全国初の条
例での設置となる代表者会議の壮大さを表現した」［2 班報告書 2007：29］。96 年 10 月に
「市議会において全会派一致で代表者会議条例は可決成立した。質問や意見はあったが、反
対意見は皆無であった」［同：31］。 
 実際に、「平成 8 年第 3 回川崎市議会定例会 会議録第 1415 号」を読むと次のように書




山定雄市民局長が議案を説明した。そして、「平成 8 年第 3 回川崎市議会定例会 会議録第
1418 号」によれば、「議案第 73 号 川崎市外国人市民代表者会議条例の制定について（原
案可決）」と記載された 96 年 9 月 25 日付「第３委員会審査報告書（議案）」を第 3 委員長
の市古映美議員が小島一也川崎市議会議長に提出した。そして、同議員は、96 年 10 月 1 日




































































 最終節となる第 3 節で、『川崎市外国籍市民意識実態調査報告書』（1993 年 3 月）および



























事件（1978 年）、ジャックス信販差別撤廃運動（1978 年～79 年）、第一生命加入差別事件








また、行政については、第 3 章の第 4 節で取り上げた。兵庫民闘連が尼崎市に対して起
こした行政差別撤廃闘争において、75 年 5 月に川崎からも応援に駆けつけ、兵庫民闘連が
勝利した際にも、この闘争過程で、「経験的な方法論」が適用されていたことを実証した。




川崎での日立闘争後の 3 社への「民間企業に対する民族差別撤廃運動」はこれらの 2 つの
行政差別撤廃闘争より後に起こったことになる。 
その他に第 3 章では、次のことを明らかにした。先ず、民闘連の形成過程と 75 年の第 1
回民闘連全国交流集会（大阪）から 79 年の第 5 回民闘連全国交流集会（川崎）までの全国
交流集会の概要を示した。民闘連の 3 原則が全国交流集会を追うごとに固まって行き、78
年 11 月に名古屋で開催された第 4 回民闘連全国交流集会で、以下の「民闘連 3 原則」が確
認された。 
 ① 在日韓国・朝鮮人の生活現実をふまえて民族差別と闘う実践をする。 
 ②在日韓国・朝鮮人への民族差別と闘う各地の実践を強化するために交流の場を保障
する。 




























































































































































た。5 月 14 日に出された外国人指紋押捺制度の政令改正（法務省通達）について、川崎市







的立場で、85 年 2 月 23 日に指紋押捺拒否者の不告発宣言を行った後に開催された 4 回の
85 年川崎市議会定例会の議事録から指紋押捺問題に関する議論を見た。川崎市の指紋押捺





























































神奈川民闘連は最初に「公務員採用の国籍条項撤廃」を最重要課題に挙げ、88 年 7 月、















































































































































           表１．べ平連と民闘連の特徴上の類似点 
 
      べ平連の特徴               民闘連の特徴 
  市民が個人としてコミットする            同左 
ことに対応したゆるい組織形態 
  『べ平連ニュース』の発行         『民闘連ニュース』の発行 
  事務局の存在（神楽坂べ平連）       事務局の存在（RAIK） 
各地域のべ平連の存在            各地域の民闘連の存在 
  政党の不介入・不支配           既存の民族団体や政党から距離 
  全国懇談会の各地域での開催        全国交流集会の各地域での開催 
  被差別部落や在日朝鮮人など        民族差別と闘うこと自体が目的 
への差別構造へ目が向く 
  べ平連の三原則の存在           民闘連の三原則の存在 
  「ベトナムのために」ではなく       在日韓国・朝鮮人の民族差別から 
「私たち自身のため」のもの        の解放と日本人の自己の解放 
  日本人の被害者および加害者という     自己責任と他者責任の違いを区別 





























した。また、60 年代、4 年制大学に入学する同胞青年が毎年 1000 名を越えた。 
 共同体解体の外的な要因は公権力であり、部落共同体初期は密造酒を取り締まり、朝鮮戦
争が始まると、政治弾圧が厳しさを増した。60 年代に入ると県や市の行政が、都市再開発、





























































































































































                                                   
158青丘社関係では『朝日新聞』の「ヘイトデモ事前差し止め――対策法踏まえ仮処分」という記事があ
る。「特定の人種や民族を標的に差別をあおる『ヘイトスピーチ』を繰り返す団体の主催者の男性が、川
崎市で 5 日にデモを予定していることをめぐり、横浜地裁川崎支部（橋本英史裁判長）は 2 日、在日コリ
アンの男性が理事長を務める市内の社会福祉法人から半径 500 メートル以内でのデモを禁止する仮処分決
定を出した。……5 月 27 日に仮処分を申し立てていたのは、在日韓国・朝鮮人が多く住む同市川崎区の


















   第一点は、在日同胞は日本での定住を余儀なくされているということ。そしてこの厳
然たる事実を、いまようやく多くの同胞が受容しつつあるということを知ってもらお
うということです。 
   第二点は、日本に定住せざるをえなくなった在日同胞の前途は、多難であるというこ
と、それゆえに定住を前提とした新しいプランニングづくりに真剣に取り組まなくて
はならないということを知ってもらうことです。 





































これは、上述した 85 年から 86 年にあった「姜尚中および梁の論争」を、鄭が 80 年に言
及していたように見える。 













































































































































































































































































































年東京都の外国籍保健師第 1 号として保健所勤務となる。しかし、1994 年日本国籍でない
ことを理由に管理職試験の受験を拒否され、東京都を提訴。1996 年東京地裁判決で請求を
棄却されるが、1997 年高裁判決で逆転勝訴。しかし東京都がこれを不服として上告し、2005
年 1 月の最高裁大法廷で訴えが退けられる」とある。 
 弁護士の金敬得(2006)は、この 2005 年 1 月の「最高裁判決批判」159として、次のように
述べた。 
 



















 最後に、坂中英徳を取り上げる。第 4 章第 4 節で、いわゆる「坂中論文」を発表した坂中
について民闘連の関係で取り上げたが、最近の坂中はどのような活動を行っているのだろ
うか。坂中英徳(2013)によれば、元法務省東京入国管理局長で、現在、一般社団法人移民政
策研究所160を主宰する坂中は、次のように述べた。今は高齢者 1 人を 3 人の現役世代で支
えているが、50 年後には高齢者 1 人を 1 人の現役世代が支えることになる。これでは現役
世代の負担は重く、高齢者も何の福祉も受けられない悲惨な社会が訪れる。2100 年、日本
の人口は 4000 万人ぐらいになり、それから「瞬く間」に、1000 万人を切る。「人口の崩壊
はすなわち日本の崩壊」である。そのため、「移民を入れる以外に方法はない」。50 年間、
「移民を計画的に受け入れ、最終的に 1000 万人に到達するようにする。すると日本の人口

















                                                   
160 一般社団法人移民政策研究所のホームページ＜http://jipi.or.jp/＞によれば、「2005 年 8 月、日本が空
前の人口減少期に入ることが明らかになるや、移民の受け入れが喫緊の国民的課題になると考えた。私は
人口減少社会における移民政策に関する提言作りを目ざし、民間の研究機関「外国人政策研究所」を創立
した。そして 2009 年 4 月、その組織体制を拡充した『一般社団法人移民政策研究所』を設立した」とあ
り、事業は、「移民政策研究・啓発事業」と「日本人妻等定住支援センター事業」となっている。 
161 「北朝鮮帰還事業が終わる 1984 年までに北朝鮮に渡った在日コリアンの数は 9 万 3340 人、なかに





 本節では、まず、『川崎市外国籍市民意識実態調査報告書』（1993 年 3 月）および『2014
年度外国人市民意識実態調査報告書』（2015 年 3 月）を比較162することによって、川崎市
において 21年余りの間に、学校での民族差別や本名の問題、川崎市ふれあい館の利用状況、
参政権や市職員採用などの市政参加について、外国人市民意識実態の変化を見てみる。これ
により、川崎市の外国人施策の効果も検証してみたい。調査期間はそれぞれ「1993 年 1 月
23 日～3 月 3 日」および「2014 年 6 月 26 日～7 月 22 日」であり、2014 年の調査は
前の調査から 21 年余り経っていた。調査項目はほぼ同じであるが、その中でも追加や削除
があったり、まとめ方や、質問と選択回答の表現等の違いがあった。 
 この間、川崎市の外国人市民は 1993 年 3 月の 19720 人（市人口の 1.66％）から 2014 年














名問題」を取り上げる。なお、調査の対象は、1993 年が学校に通っている 18 歳以下の子供
がいる人、2014 年は子どもが小・中・高校に通っている人である。 
(1）民族差別問題 
                                                   
162 1993 年の調査では、調査設計が、①地域：川崎市全域、②対象：川崎市在住の満 18 歳以上の男女個
人、③標本数：3000 標本、④抽出方法：満 16 歳以上の外国人登録原票から無作為に 3200 票本を抽出
し、さらに満 18 歳以上 3000 標本を無作為抽出、⑤方法：郵送法（途中、封書による督促を行った）、
⑥調査期間：1993 年 1 月 23 日～3 月 3 日であり、回収結果が、回収数 1187 標本（回収率 39.6％）、有
効回収数 1146 標本（有効回収率 38.2％）であった。 
2014 年の調査では、調査設計が、①地域：川崎市全域、②対象：川崎市在住の外国人市民満 18 歳以上
の男女個人、③標本数：5000 標本、④抽出方法：住民基本台帳から単純無作為抽出、⑤方法：郵送配
布、郵送回収（途中、封書による督促を行った）、⑥調査期間：2014 年 6 月 26 日～7 月 22 日であり、
回収結果が、回収数 928 標本（回収率 18.6％）、有効回収数 921 標本（有効回収率 18.4％）であった。 







問がある。選択する回答内容や項目数（1993 年が 10、2014 年が 11）で両者に違いがあり、
一概に比較はできないが、「就職の時予想される差別」（1993 年、回答割合 30.6％）や「仕
事をさがす時、差別にあうのではないかと不安」（2014 年、回答割合 15.4％）という回答選
択の割合と順位は 2014 年の調査の方が低くなっている。また、Q14 の回答に「いじめられ
る」（1993 年、回答割合 3.2％）というのがあった。一方、2014 年は別に「Q29：お子さん
は、学校で現在、次のようなことで困ったり悩んだりしていますか。（当てはまるものすべ
てに〇）」（2014 年）という質問があり、総数 198 人の中で、「とくに困っていることはな
い」が 139 人と多数を占めたが、「困ったり悩んだり」した人の中で、「外国にルーツがある
ことで、いじめられる」を選択した人が 16 人おり、これは「授業の内容が理解できない」
の 21 人に次いで 2 番目に多くなっている。 
以上から、21 年余り経っても、民族差別は見逃すことができるほどには減っておらず、
根深く存在することが分かる。 
 なお、学校教育関係とは限らず、「自由回答」の中から差別・偏見問題を 2 つの報告書か
ら抜粋して以下に示す。 
①1993 年（国籍、年代、日本在住年数） 
・差別されたりするから、精神的補償がほしい。（韓国、20 代、1-3 年未満） 




国、30 代、10-20 年未満） 
 ②2014 年（国籍・地域、性別、年代、日本在住年数） 
・一言で差別だと思います それがなければ私達にとっては日本は天国だと思います。 
(韓国・朝鮮、女性、70 歳以上、25 年以上) 
・外国人であることだけで入居させないという大家さんをまず教育すべきだと思う。 
(中国、男性、20 代、1～3 年) 
・外国人を差別しない共生共存社会の構築（子供が学校で名前でいじめられるので）。 











す。 (中国、女性、50 代、20～24 年) 
・何もしていないのに、職務質問されることがある。(アメリカ、女性、20 代、1 年未満) 
(2）本名問題 






































































「とても重要である」が 29.9％、「重要である」が 30.5％、「重要ではない」が 16.5％、「わ
からない」が 18.2％。また、「公務員・教員としての就労」は同様に 28.5％、42.5％、9.0％、









が 30.2％、「知っている」が 20.9％であった。国籍別では、韓国・朝鮮は 30.2％が「知って
いる」で最も多かった。「知っている」と答えた人に、「Q35-1 あなたは外国人市民代表者
会議が、外国人市民の生活を良くするために役に立っていると思いますか。」と質問した回



























「韓国・朝鮮」では約 5.7 倍となっていた。 










































































































                                                   
163 実際、在日外国人教育生活相談センター・信愛塾(2018)によれば、2012 年、13 年の相談件数が 600









































































165とクラック川崎の 3 者が呼びかけ人となって、2016 年 1 月 23 日の「かわさきでの
                                                   
164 2018 年 5 月 14 日、川崎市ふれあい館にて聞き書き。 






































                                                   














































いう立場であった。尹は、民闘連に日本籍で参加していた。また、第 6 章第 1 節で述べたよ
うに、尹は、『この差別の壁をこえて――わたしたちと朝鮮 第 2 集』改訂新版(1994)を神
奈川民闘連代表であった三浦泰一と共同執筆し、裵重度がこの著作のアドバイザーとなっ
ていた。このように、民闘連の中でも「帰化」の主張に多様性が見られた。後で述べるよう
に、「87 年以降 30 代以下 0 歳までの帰化者が 77.1 パーセントになる」［李・崔 2006：56］
という現状から、「帰化」も在日韓国・朝鮮人が選ぶ選択肢の 1 つとして、その権利を主張
しても「当然」と言えるのではないか。そこで、今「補償・人権法」を改定するならば、選





















て、82 年に来日、その後「永住許可」を得て、大阪府に住んでいる。89 年 7 月の参議院議
員選挙で投票できなかったことから、同年 11 月、永住許可を得て、納税の義務を果してい
るのに、「参政権が認められないのは著しく正義に反し、法の下の平等を定める憲法第 14 条





田中宏(1995)によれば、90 年 9 月、大阪在住の金正圭ら 11 名は、選挙管理委員会を相手
に、選挙人名簿への登録を求め、大阪地方裁判所に提訴した。金らは、納税義務があるのに、
憲法 93 条が保障する「住民」の地方選挙権を認めず、「公職選挙法と地方自治法」が地方選
挙権を「国民」に限っているのは、違憲であり無効である、と主張した。93 年 6 月、この
大阪地裁判決は請求棄却となった。また、福井の李鎭哲ら 4 人が地方参政権を争った裁判
でも、94 年 10 月、福井地裁は敗訴判決を下した。しかし、「市町村レベルでの選挙権を一
定の外国人に認めることは憲法の許容するところ」であり、「外国人に参政権を認めるかど
うかは、立法政策の問題」であるとした。また、「93 年 9 月、大阪府岸和田市議会は、初め
て外国人に地方参政権を認めるようにとの政府に対する要望決議を採択した。以降、94 年
11 月現在、すでに 106 の地方議会が同主旨の決議なり意見書を採択している」［田中 1995：
246-247］。 
民団中央本部国際局調べの「地方参政権に関する意見書採択・都道府県別集計」によれば、
96 年 1 月 16 日現在、全自治体数 3302 のうち、990 が採択（採択率 29.98％）していた。
また、同調べの「地方参政権に関する意見書採択・一覧表」によれば、川崎市が 94 年 10 月
3 日に採択166していた［田中 1996〈参考資料〉：6-7］。 


















                                                   
1661994 年 10 月 3 日の川崎市議会定例会における「定住外国人の地方参政権の確立に関する意見書」の



























































申請書類を接受した法務大臣は、国籍法 4 条、5 条、そして 6 条の規定167によって書
類を検討し、関係官庁に照合したあと対人調査を行なう。本人との面接と、親族、勤務






  一 引き続き五年以上日本に住所を有すること。 
  二 二十歳以上で本国法によつて行為能力を有すること。 
  三 素行が善良であること。 
四 自己又は生計を一にする配偶者その他の親族の資産又は技能によつて生計を営むことができる
こと。 
  五 国籍を有せず、又は日本の国籍の取得によつてその国籍を失うべきこと。 
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